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協議第３号の２ 

 

   合併の期日について（協定項目２） 

 

 合併の期日について、次のとおり提案する。 

 

合併の期日は、平成１７年１０月１日とする。 

 

 

平成１７年１月６日提出 

馬頭町・小川町合併協議会会長 川 崎 和 郎   
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◆合併の期日について 

 

１ 修正案 

 

 合併の期日は、平成１７年１０月１日とする。 

 

【現時点の調整方針】 

 合併の期日は、市町村の合併の特例に関する法律の期限内の平成１８年１月１日を目

標とする。 

 なお、正式な合併の期日は、合併協定書の調印までに決定するものとする。 

 

平成１６年１１月２２日の第１回協議会において、次のような理由から上記の調整方針

が確認されている。 

 

（１） 当地区の合併の期日については、合併特例法に基づく特例措置、財政支援措置が

受けられることが前提となることから、合併特例法の期限内とする。 

（２） 正式な合併の期日は、協定項目の協議の進捗状況、合併に向けての準備期間等を

考慮し、合併協定書の調印までに決定する。 

 

２ 合併期日の設定 

 
（１） 当初の提案について 
合併協議会設立当初の、第１回の合併協議会開催の段階では、平成１７年３月３１

日までに県知事へ申請することが当面の最大課題であり、これを最優先に事務を進め

なければならない状況から、その後の合併準備の内容とそれらに要する期間を見込ん

で、具体的な合併期日を設定することは、難しい状況であった。 
具体的な合併期日の設定は、尚早との判断から、伸ばしてもこの期日までとして平

成１８年１月１日を目標にあげたもので、後日、協議の進捗、合併準備の期間の目安

などを精査して、具体的な合併期日を決定するものとしたところである。 
 
（２） 現在の進捗状況について 

現在までに、すべての協定項目を提案するまでに調整作業が進んだこと、また、

提案した協定項目の協議が順調に進んでいること、協議会にはあがらない細かな事

務事業の基本的なすり合わせ作業もほぼ終了することなど、いずれも、当初の想定

以上の進捗状況である。 
     このようなことから、事務局においても、進んでいる分野については、合併協議

の事務から、合併準備に係る調査研究事務や具体的な調整事務に徐々に移行してい

る。その結果、合併の期日までには、整っていなければならない自治体の根幹に関

わるもの、また、住民のサービスと密接なものなどの準備が、早期に整うことが可

能との見込みが立った。 
 
（３） 具体的な合併期日の検討について 
① 合併期日の検討の留意事項 
具体的な、合併期日の検討にあたっては、留意事項は、次のとおりである。 
ア 住民の意見の反映や合意形成に要する期間 
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イ 住民生活への影響や合併時に予定される事務事業又は、公的行事との関係 
ウ 合併協議会の協議の進捗状況 
エ 首長、議会議員等の任期 
オ 電算システムの統合をはじめとした合併準備に要する期間 

 
② 具体的期日の設定の考え方 
具体的な期日の設定に当たっては、次の理由から、「月の初日で、かつ、休日又

は休日の翌日」が望ましいとされている。 
ア 合併に伴う各種制度の切り換え、とりわけ、住民生活に直結した制度の切り

換え時の混乱を考慮すると、月の途中は避けるべきとされている。 
イ 予算、決算、合併前の町の事業及び契約等の日割り計算、新町への事務引継

ぎを考慮した場合、月途中の合併は避けるべきとされている。 
ウ 区切りの良いことから、また、住民の認識、対外的な周知等を考慮した場合

からも、月の初日が望ましいと思われる。 
エ 新町発足のための準備や電算システムの切り換え等によるトラブルを避ける

ため、電算システムのテストなどが十分行なえるように、合併当日は、休日又

は、前日が休日であることが望ましいとされている。 
 

③ 合併想定期日の比較表 
      別紙１参照 
 

④ 具体的な合併期日 
合併期日の検討の留意事項及び具体的期日の設定の考え方を踏まえて、合併想

定期日の比較表の内容を総合的に勘案すると、平成１７年１０月１日が、最も望

ましい期日であると考えられる。 
 
３ 現時点での想定スケジュール 

 

（１） 先進事例による手続き期間 

 

 最近の事例を踏まえると各手続きにかかる期間は、概ね次のとおり。 

 

知 事 申 請 

約２ヶ月（合併申請の時期による） 

県 議 会 議 決 

約１ヶ月 

総務大臣告示 

各協議会の実情による（約１ヶ月～８ヶ月） 

合 併 期 日 

 

（２） 現時点での合併までの想定スケジュール 

   別紙２参照 
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別紙 １ 
◆合併想定期日比較表 

想定期日 
設置選挙期限 

（直近日曜日） 
メリット及びデメリット  備考

 

平成１７年 

１０月１日 

（土） 

１１月１９日 

（１１月１３日） 

○平成１６年度決算認定は、旧町で可能である。 

○平成１８年度予算編成に、新町長が十分関わることができ、新年度から、新町の一体化

の確立等各種施策に積極的に取り組むことが可能である。 

○合併期日が閉庁日であり、新町への事務移行が円滑に行なえる。 

 

 

 

平成１７年 

１１月１日 

（火） 

１２月２０日 

（１２月１８日） 

○平成１６年度決算認定は、旧町で可能である。 

△平成１８年度予算編成に、新町長がかなり関わることができ、新年度から、新町の一体

化の確立等各種施策に取り組むことが可能である。 

×合併期日が平日であり、新町への事務移行に相応の対策が必要である。 

 

 

 

平成１７年 

１２月１日 

（木） 

 

１月１９日 

（１月１５日） 

○平成１６年度決算認定は、旧町で可能である。 

×平成１８年度予算編成に、新町長が十分関わることは難しい。 

×合併期日が平日であり、新町への事務移行に相応の対策が必要である。 

 

 

 

平成１８年 

１月１日 

（日） 

２月１９日 

（２月１９日） 

○平成１６年度決算認定は、旧町で可能である。 

×平成１８年度予算編成に、新町長が十分関わることは難しい。 

○合併期日が閉庁日であり、新町への事務移行が円滑に行なえる。 

△年末年始の休業中であり、合併の日に行事を行なう場合は、関係者の理解を得る必要が

ある。 
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別紙 ２

12 月 １月 2月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

合併協議会

3日
2回協議会

19日
5回協議会

全ての項目確
認見込み（建
設計画除く。）

17日
7回協議会

建設計画
（案）確認

3日
8回協議会

建設計画確
認

中旬

合併協定書
調印

協議会廃止

建設計画

3日
建設計画素
案提案

　

各　　町

中旬
合併議決

下旬
合併申請

合併準備予
算議決

協議会廃止
議決

閉庁

そ の 他

県議会議決 総務大臣告
示

合併

開庁

3月

◆現時点での合併までの想定スケジュール

事前協議 本協議

住民説明会

合併準備
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協議第３７号 

 

   地域審議会等に関することについて（協定項目１０） 

 

 地域審議会等に関することについて、次のとおり提案する。 

 

市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）に規定する地域審

議会等は、新町において設置しないものとする。ただし、合併後の新町の一体性

の確立、各地域の均衡ある発展及び地域住民の連携の強化を住民と協働で推進す

るため、新町において地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に規定する附属機

関を設置するものとする。 

 

平成１７年１月６日提出 

  馬頭町・小川町合併協議会会長 川 崎 和 郎   
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関連項目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馬頭町・小川町合併協議会の調整方針

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門部会名　　総務　　　分科会名　　総務　　

１０　地域審議会等に関すること協　議　事　項

留　　　　　　　　　　　　意　　　　　　　　　　　事　　　　　　　　　　　　　項

　

　附属機関の組織及び運営等の骨子（参考）

　　【設置の形態・根拠】
　　　地方自治法第１３８条の４に基づき、条例で設置する執行機関の附属機関とする。
　
　　【目的】
　　　住民の意見を町政に反映させ、協働でまちづくりの推進を図るため次の３項目を柱とし、附属機関を設置するものとする。
     　 (1)　新町の一体性の速やかな確立
　　　　(2)　新町の均衡ある発展
　　　  (3)　地域住民の連帯の強化
　
　　【名称】
　　　「まちづくり推進会議」や「地域推進協議会」とするなど、新町の均衡ある発展に寄与する団体として相応しい名称とする。

　　【所掌事務・職務】
　　　  (1)　新町建設計画変更・執行状況等について町長の諮問に応じ意見を述べる。
　　　　(2)　公共施設の設置・管理運営・新町建設計画の執行状況について、必要に応じ町長に意見を述べる。
　　　  (3)　まちづくりについて町長に意見、又は提案する。

　　【組織】
　　　町民の中から次の要件を考慮し町長が選任する。
      　(1)  地域を代表する者
　　　　(2)  町民活動団体を代表する者
　　　　(3)  学識経験者
　　　　(4)  公募により選任された者

調整の方針
　　市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）に規定する地域審議会等は、新町において設置しないものとする。
　ただし、合併後の新町の一体性の確立、各地域の均衡ある発展及び地域住民の連携の強化を住民と協働で推進するため、新町に
　おいて地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に規定する附属機関を設置するものとする。
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まちづくり推進会議 
地 域 推 進 協 議 会 

の仕組み(案) ～地方自治法～ （仮称） 
 

（仮称） まちづ 進会議 
地 域

 
○役割 
・ 新町建設計画変更・執

じ意見を述べる。 

諮問・回答 

 

町 
 
 
 
 

長 

 

 
    

新町建設計画 
施策に反映 
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意見・提案 
くり推
推 進 協 議 会 

行状況等について町長の諮問に応

委員を選任 

委員を選任 

    
 

町 
 
 
 

民 
    

（
地 

域 

住 
民
）

・ 公共施設の設置・管理運営・新町建設計画の執行状況に

ついて、必要に応じ町長に意見を述べる。 
・ まちづくりについて町長に意見、又は提案する。 
○構成員の任期等 
・ 委員 20 人程度 

・ ４年以内 
○報酬 
・ 支給する。 

 

新町建設計画の推進・行政サービス 



地域審議会 地域自治区 合併特例区 地方自治法に基づく附属機関

根拠法律 ・合併特例法 ・合併特例法 ・合併特例法 ・地方自治法

法人格の有無 ・無 ・無 ・有 ・無

設置区域 ・旧町単位 ・旧町単位（合同も可） ・旧町単位（合同も可） ・全町

期間 ・概ね１０年以内 ・期限なし ・５年以内 ・期限なし

設置手続き
・２町の協議により定め、各町議会の
　議決が必要となる。

・２町の協議により定め、各町議会の
　議決が必要となる。

・２町の協議で規約を定め、各町議会
　の議決を経て、知事に申請する。

・新町において条例で定める。

事務所 ・事務所は置かない。 ・事務所を置く。 ・事務所を置く。 ・事務所は置かない。

区長等

・事務所長に代えて区長を置くことが
　できる（特別職）
・区長は首長が選任する。

・区長は市町村長の被選挙権者のうち
　から、首長が選任する（特別職）
・区長は市の助役、支所長や出張所長
　と兼ねることができる。

区長の任期 ・２年以内で２町の協議で定める。 ・２年以内で規約で定める

職員
・新町からの派遣又は兼務。 ・新町の職員のうちから、首長の同意

　を得て、区長が命ずる。

地域協議会等の設置及び構成
員の選任

・地域協議会を置く。
・地域自治区の住民のうちから首長が
　選任する。

・合併特例区協議会を置く。
・合併特例区内の住民で市議会議員の
　被選挙権者のうちから、規約で定め
　る方法により選出し、首長が選任す
　る。

地域協議会等の構成員の任期 ・２町の協議で定める（２年程度）。 ・４年以内で２町の協議で定める。 ・２年以内で規約で定める。 ・新町において条例で定める。

地域協議会等の権限･役割

・当該区域に係る市町村の事務に関し
　長の諮問に応じて審議し、意見を述
　べることができる。

・自治区の事務所が所掌する事務のほ
　か市町村が処理する当該区域に係る
　事務に関し、市町村長その他の機関
　の諮問に応じて審議し、意見を述べ
　ることができる。
・区域内における公の施設の設置又は
　廃止その他の条例で定める重要事項
　の決定、変更に当たっては、市町村
　長は、あらかじめ地域協議会の意見
　を聴かなければならない。

・予算等の重要事項を定めるときは協
　議会の同意が必要となる。
・規約で定める合併特例区の区域の係
　る重要事項を実施しようとする場合
　は、協議会の意見を聴かなければな
　らない。
・協議会は、地域振興等合併特例区の
　区域に係る事務に関し、合併市町村
　の長その他の機関に意見を述べるこ
　とができる。
・法で定められている以外の業務。

・新町建設計画変更・執行状況等につ
　いて町長の諮問に応じ意見を述べる｡
・公共施設の設置・管理運営・新町建
　設計画の執行状況について、必要に
　応じ町長に意見を述べる。
・まちづくりについて町長に意見、又
　は提案する。

協議会委員の報酬 ・報酬を支給する。 ・報酬を支給しないことができる。 ・報酬を支給しないことができる。 ・報酬を支給する。

　　地域審議会等の概要
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協議第３８号 

 

   消防団の取扱いについて（協定項目２２） 

 

 消防団の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

消防団及び水防団の組織については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度か

ら統合するものとする。 

 

 

平成１７年１月６日提出 

  馬頭町・小川町合併協議会会長 川 崎 和 郎 
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分科会名

消防団の組織

小川町

　馬頭町・小川町合併協議会の調整方針

専門部会名 総務 消防交通

協　議　事　項 ２２　消防団の取扱い 関連項目

　消防団の組織につ
いては、合併年度は
現行のとおりとし、
翌年度から新町消防
団に統合するものと
する。

調整の方針 　消防団及び水防団の組織については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から統合するものとする。

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容
馬頭町

１．分団数　　１９分団
２．団員数　　条例定数　　４０７名
　　　　　　　実団員数　　３９５名
３．団員構成　団長　　　　　  １名
　　　　　　　副団長　　　　  ２名
　　　　　　　本部部長　　　　４名
　　　　　　　分団長　　　　１９名
　　　　　　　副分団長　　　１９名
　
　　　　　　　班長　　　　　８０名
　　　　　　　団員　　　　２７０名
　　　　　　　　　 　　　　　実員
　　第１分団　　　　　　　　１８名
　　第２分団　　　　　　　　１３名
　　第３分団　　　　　　　　１０名
　　第４分団　　　　　　　　１９名
　　第５分団　　　　　　　　１６名
　　第６分団　　　　　　　　２７名
　　第７分団　　　　　　　　３０名
　　第８分団　　　　　　　　２２名
　　第９分団　　　　　　　　２５名
　　第10分団　　　　　　　　２０名
　　第11分団　　　　　　　　２１名
　　第12分団　　　　　　　　１７名
　　第13分団　　　　　　　　１７名
　　第14分団　　　　　　　　２３名
　　第15分団　　　　　　　　２４名
　　第16分団　　　　　　　　１６名
　　第17分団　　　　　　　　２２名
　　第18分団　　　　　　　　２１名
　　第19分団　　　　　　　　２７名

１．分団数　　１１分団
２．団員数　　条例定数　　２４３名
　　　　　　　実団員数　　２３１名
３．団員構成　団長　　　　　　１名
　　　　　　　副団長　　　　　２名
　　　　　　　本部部長　　　　４名
　　　　　　　分団長　　　　１１名
　　　　　　　副分団長　　　１１名
　　　　　　　部長　　　　　１１名
　　　　　　　班長　　　　　４２名
　　　　　　　団員　　　　１４９名
　　　　　　　　 　　　　　　実員
　　第１分団　　　　　　　　１５名
　　第２分団　　　　　　　　２２名
　　第３分団　　　　　　　　２４名
　　第４分団　　　　　　　　２４名
　　第５分団　　　　　　　　１９名
　　第６分団　　　　　　　　２１名
　　第７分団　　　　　　　　２０名
　　第８分団　　　　　　　　２０名
　　第９分団　　　　　　　　２１名
　　第10分団　　　　　　　　１７名
　　第11分団　　　　　　　　１５名
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水防団の組織   水防団の組織につ
いては、合併年度は
現行のとおりとし、
翌年度から新町水防
団に統合するものと
する。

　水防法第5条、第6条の規定に基づき､水防団を設置する。
　水防団員は、消防団員があたり､水防に関しては､水防管理者(町長）
の所轄の下に行動する。
　水防団の設置、区域及び組織並びに定員、任免、給与及び服務に関す
る事項は、馬頭町消防団条例、馬頭町水防計画による。

　水防法第5条、第6条の規定に基づき､水防団を設置する。
　水防団員は、消防団員があたり､水防に関しては､水防管理者(町長）
の所轄の下に行動する。
　水防団の設置、区域及び組織並びに定員、任免、給与及び服務に関す
る事項は、小川町消防団条例、小川町水防計画による。

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容

馬頭町 小川町
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協議第３９号 

 

   地域間交流事業について（協定項目２５－１） 

 

 地域間交流事業について、次のとおり提案する。 

 

１．地域間交流事業（姉妹都市との交流事業を含む。）については、新町に引き継

ぐものとする。 
２．国際交流事業及び海外派遣事業については、現行のとおり新町に引き継ぐも

のとする。ただし、事業内容については、これまでの経緯等を踏まえ、新町に

おいて速やかに調整するものとする。 

 

 

平成１７年１月６日提出 

  馬頭町・小川町合併協議会会長 川 崎 和 郎 
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専門部会名
企画
教育

分科会名

地域間交流事業

調整の方針

　地域間交流事業(姉妹
都市との交流事業を含
む。)については、新町
に引き継ぐものとする。
　なお、各町は、合併時
までに地域間交流事業
(姉妹都市との交流事業
を含む。)の相手方と今
後の交流の意思を確認す
るものとする。

【国　内】
１．相 手 方　秋田県　仙南村
２．開始年度　平成２年度
３．内　　容
(1) 中学生のスポーツ交流・ホームステイ事業
(2) 和太鼓による文化交流
(3) 各分野ごとの交流
    ※現在は、分野ごとで交流しているが、減少している。
４．備　　考
　　　相手方にも合併協議会で、地域間交流は、現行のと
　　おり新町に引き継ぐ調整方針が出ている。
　　※　平成16年11月１日に町村合併により仙南村は美郷
　　　町となった。

【国　内】
１．相 手 方　滋賀県　秦荘町
２．開始年度　昭和56年度（昭和56年度 姉妹都市)
３．内　　容
(1) 児童生徒のスポーツ・文化交流
(2) 各分野ごとの交流
    ※現在は分野ごとで交流している。
４．備　　考
　　　相手方にも合併協議会が設置されており、地域間交
　　流は、現行のとおり新町に引き継ぐ調整方針が出てい
　　る。

　馬頭町・小川町合併協議会の調整方針

関連項目 ２５－１　地域間交流事業協　議　事　項 ２５　各種事務事業の取扱い

　　企画調整
　　社会教育

１．地域間交流事業（姉妹都市との交流事業を含む。）については、新町に引き継ぐものとする。
２．国際交流事業及び海外派遣事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。ただし、事業内容については、これまでの
　経緯等を踏まえ、新町において速やかに調整するものとする。

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

調整の具体的内容

小川町
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

調整の具体的内容

小川町

国際交流事業 　現行のとおり新町に引
き継ぐものとする。ただ
し、事業内容について
は、これまでの経緯等を
踏まえ、新町において速
やかに調整するものとす
る。

１．概　要
　　地域国際化の推進を図り、町民の国際意識の高揚と国
　際理解を深める。
２．内　容
(1) 地域交流イベント事業
　　　　地域住民と外国人の参加の下に、国際交流イベン
　　　トを開催する。
　　　・田植え･稲刈等
　　　・町内家庭へホームスティ

【国　外】
１．相 手 方　米国　ニューヨーク州　ホースヘッズ村
２．開始年度　平成元年度 (平成５年度 姉妹都市)
３．内    容
(1) 青少年海外体験学習事業
　　　青少年を姉妹都市アメリカ合衆国ホースヘッズ村へ
　　派遣し、派遣国の歴史、文化、生活習慣などを理解し、
　　異文化と国際的な感覚を身につける機会とする。
　　　さらに、姉妹都市での学校訪問・ホームスティ等の
　　学習体験を通して21世紀の地域の担い手として求めら
　　れている国際性豊かな人材の育成を図り、あわせて両
　　国の国際親善と友好を深めることを目的とする。
　　平成16年度事業
　　　①派遣期間　10月15日から28日までの14日間
　　　②派遣対象　中学２年生　８名
　　　③学習内容
　　　　・ホースヘッズ村学校訪問及び生徒との交流
　　　　・訪問施設（役場､老人ホーム､警察署､消防署等）
　　　　・ホームスティ
(2) ホースヘッズ村交流事業
　　ホースヘッズ村訪問団との交流を深める。
　　・町内家庭へホームスティ
　　・文化体験や学校訪問等

【国　外】
　該当なし

１．概　要
　　地域国際化の推進を図り、町民の国際意識の高揚と国
　際理解を深める。
２．内　容
(1) 国際交流ウィークエンド事業
　　　　国際交流団体との連帯、協力により留学生等と交
　　　流事業を実施している。
　　　・県内在住の留学生と研修員等　50名程度
　　　・町内のホストファミリーと一般参加者50名程度
(2) 国際交流員設置事業
　　　　国際交流員による幼稚園、保育所、小学校、中学
　　　校への訪問学習。年60回訪問実施
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

調整の具体的内容

小川町

海外派遣事業 　ホースヘッズ村への青少年海外体験学習事業を実施して
いる。

【中学生海外研修派遣事業】
　　　中学生を海外へ派遣し、派遣国の歴史、文化、生活
　　習慣などを理解し、異文化と国際的な感覚を身につけ
　　る機会とする。
　　　さらに、海外研修先での学校訪問・ホームスティ等
　　の学習体験を通して21世紀の地域の担い手として求め
　　られている国際性豊かな人材の育成を図ることを目的
　　とする。
　　平成16年度事業
　　　①研修派遣国　カナダ
　　　②派遣期間　　８月18日から25日までの８日間
　　　③派遣対象　　中学３年生　９名
　　　④学習内容
　　　　・学校訪問及び生徒との交流
　　　　・福祉施設等訪問
　　　　・ホームスティ

　現行のとおり新町に引
き継ぐものとする。ただ
し、事業内容について
は、これまでの経緯等を
踏まえ、新町において速
やかに調整するものとす
る。
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協議第４０号 

 

   農林水産関係事業について（協定項目２５－１３） 

 

 農林水産関係事業について、次のとおり提案する。 

 

１．農業関係事業については、次のとおりとする。 
(1) 農業振興地域整備計画については、現行を基本とし、新町において速やか

に計画を策定するものとする。 

(2) 数量調整円滑化推進事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものと

する。 

(3) 町単独生産調整推進対策事業については、合併時は現行のとおりとし、合

併後速やかに統一するものとする。 

(4) 土地改良事業については、馬頭町の例を基本とし、合併時に統一するもの

とする。 

(5) 中山間地域総合整備事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものと

する。 

(6) 災害復旧事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

２．林業関係事業については、次のとおりとする。 

(1) 森林整備計画については、合併後、既存の計画を尊重し速やかに策定する

ものとする。 

(2) 県単独経営作業道整備事業については、馬頭町の例によるものとする。 

(3) 町単独作業道整備事業については、小川町の例によるものとする。ただし、

補助限度額については 200,000 円とするものとする。 

(4) 森林整備地域活動支援交付事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ

ものとする。 

(5) 木材需要拡大事業については、馬頭町の例によるものとする。 

 

 

平成１７年１月６日提出 

  馬頭町・小川町合併協議会会長 川 崎 和 郎   
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産　業 　分科会名　　農政、農村整備

２５　各種事務事業の取扱い

農業振興地域
整備計画

調整の具体的内容事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

　馬頭町・小川町合併協議会の調整方針

協　議　事　項 関連項目 ２５－１３　　　農林水産関係事業

専門部会名

調整の方針

１．農業関係事業については、次のとおりとする。
　(1) 農業振興地域整備計画については、現行を基本とし,新町において速やかに計画を策定するものとする。
  (2) 数量調整円滑化推進事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　(3) 町単独生産調整推進対策事業については、合併時は現行のとおりとし、合併後速やかに統一するものとする。
  (4) 土地改良事業については、馬頭町の例を基本とし、合併時に統一するものとする。
  (5) 中山間地域総合整備事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
  (6) 災害復旧事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
２．林業関係事業については、次のとおりとする。
　(1) 森林整備計画については、合併後、既存の計画を尊重し速やかに策定するものとする。
　(2) 県単独経営作業道整備事業については、馬頭町の例によるものとする。
  (3) 町単独作業道整備事業については、小川町の例によるものとする。ただし、補助限度額については 200,000円とするものとする。
  (4) 森林整備地域活動支援交付事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
  (5) 木材需要拡大事業については、馬頭町の例によるものとする

小川町

【小川町農業振興地域整備計画書】
農業振興地域指定　昭和46年度
整備計画策定　　　昭和46年度
特別管理指定　　　昭和50年度
整備計画変更　　　昭和50年度
農業農村指定　　　平成２年度
整備計画変更　　　平成４年度
整備計画変更　　　平成11年度
一般管理　年３回　4,8,12月

　
農振除外申請受付期限
　　第１回目　　４月１０日
　　第２回目　　８月１０日
　　第３回目　１２月１０日

農業振興地域面積
　　３, ９７０ha

馬頭町

【馬頭町農業振興地域整備計画書】
農業振興地域指定　昭和45年度
整備計画策定　　　昭和46年度
特別管理指定　　　昭和52年度
農業農村指定　　　昭和57年度
特別管理指定　　　平成８年度
特別管理策定　　　平成９年度
整備計画策定　　　平成10年度
整備計画変更　　　平成14年度
一般管理　年３回　6,10,2月

農振除外申請受付期限
　　第１回目　　６月１０日
　　第２回目　１０月１０日
　　第３回目　　２月１０日

農業振興地域面積
　　７, ５４０ha

　農業振興地域整備計画
については、現行を基本
とし、新町において速や
かに計画を策定するもの
とする。
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生産調整推進
事業

　現行のとおり新町に引
き継ぐものとする。

【数量調整円滑化推進事業】
１．目的
　　米の当面の需給調整については、需要に見合った米づ
　くりを推進する観点から数量により調整する手法に転換
  する。
　　このような仕組みを円滑に進めていくことが、需要に
　応じた米の 生産、需要と価格の安定に資する。
 
２．内容
　・生産調整方針の作成
　・適切な運用に関する助言、指導
　・農業者別生産目標数量の通知
　・生産調整実施者の確認等

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容
馬頭町 小川町

【数量調整円滑化推進事業】
１．目的
　　米の当面の需給調整については、需要に見合った米づ
　くりを推進する観点から数量により調整する手法に転換
  する。
　　このような仕組みを円滑に進めていくことが、需要に
　応じた米の 生産、需要と価格の安定に資する。
 
２．内容
　・生産調整方針の作成
　・適切な運用に関する助言、指導
　・農業者別生産目標数量の通知
　・生産調整実施者の確認等

【町単独生産調整推進対策事業】

１．目的
　　需要に応じた米の計画的生産の徹底と地域内の話し合
　いによる生産調整の達成、水田における麦・大豆及び地
　域特産物等の新規作付けを奨励するため補助金を交付し、
　水田農業の再編構築を図る。
２．内容
　(1)集落生産活性化補助金（生産調整達成集落）
　　　1戸あたり　　　5,000円
　(2)水田麦、大豆補助金（麦、大豆の新規作付け）
　　　10ａあたり　 　3,000円
  (3)地域特産物及び園芸補助金（いちご・ねぎ・花卉等の
　　新規作付）
　　　10ａあたり　  10,000円
 （4）特認補助金（なすの資材費1／2以内）
　　　10ａあたり　  50,000円程度

【町単独生産調整推進対策事業】

１．目的
　　生産調整目標面積を達成した集落に対し、町と農業協
　同組合から奨励金を交付し、生産調整推進対策を円滑に
　推進する。
２．内容
 (1)基本額
　　集落戸数10戸未満            20,000円
　　集落戸数10戸以上20戸未満　  30,000円
　　集落戸数20戸以上          　40,000円
 (2)加算金
　　目標面積を超過して実施した面積に対しての上乗せ
　　　　　　            10a当たり2,000円
３．負担割合
　　町１／２　　ＪＡ１／２

　町単独生産調整推進対
策事業については、合併
時は現行のとおりとし、
合併後速やかに統一する
ものとする。
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容
馬頭町 小川町

土地改良事業

中山間地域総
合整備事業

　現行のとおり新町に引
き継ぐものとする。

　馬頭町の例を基本と
し、合併時に統一するも
のとする。

【町単独事業】
１．目的
　　土地改良事業の施行により、高度の農業生産を確保する
　と共に農業経営の合理化を図る。
２．事業主体
　　土地改良区、農業協同組合、森林組合、畜産団体、共同
　施行、農産物生産出荷組合等
３．補助対象事業　　・かんがい排水事業
　　　　　　　　　　・農道整備事業
　　　　　　　　　　・暗渠排水事業
　　　　　　　　　　・圃場整備事業等
４．補助率　　　　　・事業費の50％以内
５．採択基準　　　　・受益面積  0.5ha以上
　　　　　　　　　　・関係戸数　3戸以上

【町単独事業】
該当なし

１．事業地区名
　　馬頭南部地区（大字久那瀬、松野、富山、矢又）
２．事業年度
　　平成15年度から平成19年度
３．補助率
　　国55/100、県20/100
４．事業の種類及び負担割合
 (1)農業生産基盤整備
　①農業用用排水施設整備　　町　　　15/100
　　　　　　　　　　　　　　地元　　10/100
　②農道整備　　　　　　　　町　　　25/100～15/100
　　　　　　　　　　　　　　地元　  10/100～0
　③圃場整備　　　　　　　　町　  17.5/100
　　　　　　　　　　　　　　地元　 7.5/100
　④暗渠排水　　　　　　　　町　　  15/100
     　　　　　　　　　　　 地元　  10/100
 (2)農業生活環境基盤整備
　①集落道整備　　　　      町　　　25/100
　②集落防災安全施設　      町　　　25/100
　③公園整備　　　　　      町　    25/100
　④活性化施設　　　　      町　　　15/100
　　　　　　　　　　　　　　地元　  10/100
　⑤集落環境施設整備　      町　　　15/100
　    　　　　　　　　　　　地元　　10/100

該当なし
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容
馬頭町 小川町

森林整備計画 　合併後、既存の計画を
尊重し速やかに策定する
ものとする。

【馬頭町森林整備計画】

１．内容
　　森林整備計画は、国の全国森林計画及び県の地域森林
　整備計画に即した市町村における森林整備のマスタープ
　ランであり、地域森林 整備方針を定める。
　　計画期間は10年間とし、５年ごとに見直していく。
　
　・現計画　平成12年度策定
　　　（目標年度平成22年度）

【町単独補助災害】

１．内容
　　農地及び農業用施設が災害を受けた場合の復旧事業で、
　国庫補助 に該当しない小災害について補助する。
２．対象要件
　　事業費100千円以上400千円未満の農地及び農業用施設
　の災害
３．補助率
  ・農地     　 50/100
　・農業用施設  50/100

　２町に差異がないため
現行のとおり新町に引き
継ぐものとする。

【国庫補助災害】

１．内容
　　農地及び農業用施設が災害を受けた場合の復旧事業の
　補助
２．対象要件
　　事業費で４００千円以上の農地及び農業用施設の災害
３．国庫補助の基本率
　・農地　　　 50/100以上
  ・農業用施設 65/100以上
４．受益者負担
　　国庫補助の残
５．町単独上乗分
　　なし

　

【町単独補助災害】

１．内容
　　農地及び農業用施設が災害を受けた場合の復旧事業で、
　国庫補助 に該当しない小災害について補助する。
２．対象要件
　　事業費100千円以上400千円未満の農地及び農業用施設
　の災害
３．補助率
  ・農地     　 50/100
　・農業用施設  50/100

【国庫補助災害】

１．内容
　　農地及び農業用施設が災害を受けた場合の復旧事業の
　補助
２．対象要件
　　事業費で４００千円以上の農地及び農業用施設の災害
３．国庫補助の基本率
　・農地　　　 50/100以上
  ・農業用施設 65/100以上
４. 受益者負担
　　国庫補助の残
５．町単独上乗分
　　なし

【小川町森林整備計画】

１．内容
　　森林整備計画は、国の全国森林計画及び県の地域森林
　整備計画に即した市町村における森林整備のマスタープ
　ランであり、地域森林 整備方針を定める。
　　計画期間は10年間とし、５年ごとに見直していく。
　
　・現計画　平成12年度策定
　　　（目標年度平成22年度）

災害復旧事業
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容
馬頭町 小川町

　小川町の例によるもの
とする。ただし、補助限
度額については 200,000
円とするものとする。

【県単独経営作業道整備事業】

１．目的
　　除間伐や原木の採取等に高性能機械を利用し、効率的
　な作業が行えるよう県単補助を利用し簡易な経営作業道
　を整備する。
２．事業内容
　　作業道の開設
３．事業主体
　　那須南森林組合
４．県補助率
　　１/２以内
５．町単独上乗分
　　20/100
６．採択基準
　　関係者　２名以上
　　受益面積５ha以上

　馬頭町の例によるもの
とする。

林道整備事業

【町単独作業道整備事業】

１．目的
　　森林整備に必要な作業道の開設事業に対する補助金を
　交付する。
２．事業内容
　　作業道の開設
３．事業主体
　　森林所有者等
４．補助率
　　１/２以内
５．採択基準
　　幅員２ｍ以上

６．限度額
　　100,000円

【県単独経営作業道整備事業】

１．目的
　　除間伐や原木の採取等に高性能機械を利用し、効率的
  な作業が行えるよう県単補助を利用し簡易な経営作業道
  を整備する。
２．事業内容
　　作業道の開設
３．事業主体
　　那須南森林組合
４．県補助率
　　１/２以内
５．町単独上乗分
　　なし
６．採択基準
　　関係者　２名以上
　　受益面積５ha以上

【町単独作業道整備事業】

１．目的
　　森林整備に必要な作業道の開設事業に対する補助金を
　交付する。
２．事業内容
　　作業道の開設
３．事業主体
　　森林所有者等
４．補助率
　　１/２以内
５．採択基準
　　関係者　３名以上
　　受益面積３ha以上
６．限度額
　　500,000円
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容
馬頭町 小川町

木材需要拡大
事業

　２町に差異がないため
現行のとおり新町に引き
継ぐものとする。

　馬頭町の例によるもの
とする。

森林整備地域
活動支援交付
事業

１．目的
　　木造住宅の建築を促進し、八溝材（町内で生産又は町
　内の木材業者が取り扱った八溝産材）の需要拡大を図る
　ことを目的として木造新築住宅に対して補助金を交付と
　するこにとより、林産業の活性化に資する。
２．内容
 (1)採択基準
　①新築住宅の使用木材の６０％以上が八溝材であること
　②店舗等が非木造であっても住居部分が木造であること
　③町内に住民登録をしている者及び取得後登録する者
　④町税等の滞納がない者
 (2)補助金の額
  　１㎡につき2,000円とし、300,000円を限度

１．目的
　　森林所有者等による計画的かつ一体的な森林施業の実
　施に不可欠な森林の現況調査など、施業団地を単位とし
  た地域活性化を支援して、適切な森林整備の推進を図る。
２．事業概要
　　間伐等の森林整備を促進するため、森林管理に必要な
　活動について交付金を交付する。
３．対象となる森林
　　森林施業計画制度の認定を受けている30ha以上の森林
４．対象者
　　森林施業計画を作成し、町と「森林活動地域活動実施
　協定」を締 結した者
５．対象となる事業
　　整備箇所の調査、作業歩道の手入れ、施業計画遵守等
６．交付単価
　　１haあたり１万円
７．負担割合
　　国1/2　県1/4　町1/4
８．実施期間
　　平成14年度から平成18年度

該当なし

１．目的
　　森林所有者等による計画的かつ一体的な森林施業の実
　施に不可欠な森林の現況調査など、施業団地を単位とし
　た地域活性化を支援して、適切な森林整備の推進を図る。
２．事業概要
　　間伐等の森林整備を促進するため、森林管理に必要な
　活動について交付金を交付する。
３．対象となる森林
　　森林施業計画制度の認定を受けている30ha以上の森林
４．対象者
　　森林施業計画を作成し、町と「森林活動地域活動実施
　協定」を締結した者
５．対象となる事業
　　整備箇所の調査、作業歩道の手入れ、施業計画遵守等
６．交付単価
　　１haあたり１万円
７．負担割合
　　国1/2　県1/4　町1/4
８．実施期間
　　平成14年度から平成18年度

23



協議第４１号 

 

   商工観光関係事業について（協定項目２５－１４） 

 

商工観光関係事業について、次のとおり提案する。 

 

１．企業誘致については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

２．中小企業融資制度については、現行の制度を基本とし、合併時までに調整す

るものとする。 

３．生活安定資金については、合併時に廃止するものとする。 

４．人にやさしいまちづくり支援モデル事業については、現行のとおり新町に引

き継ぐものとする。 

５．観光イベントについては、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、新町にお

いて速やかに調整するものとする。 

６．観光客誘致対策事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

７．消費者行政については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、消

費生活モニターについては、合併時に廃止するものとする。 

 

 

平成１７年１月６日提出 

  馬頭町・小川町合併協議会会長 川 崎 和 郎   

 

 

 24



専門部会名 産業 分科会名　　商工観光

２５　各種事務事業の取扱い 関連項目 ２５－１４　 商工観光関係事業

企業誘致

調整の方針

　現行のとおり新町
に引き継ぐものとす
る。

　馬頭町・小川町合併協議会の調整方針

協　議　事　項

１．企業誘致については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
２．中小企業融資制度については、現行の制度を基本とし、合併時までに調整するものとする。
３．生活安定資金については、合併時に廃止するものとする。
４．人にやさしいまちづくり支援モデル事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
５．観光イベントについては、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、新町において速やかに調整するものとする。
６．観光客誘致対策事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
７．消費者行政については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、消費生活モニターについては、合併時に廃止するものとする｡

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町
調整の具体的内容

１．目的
　　製造業を主とした優良企業を誘致することにより、雇用の
  安定、人口増加、また、商業の活性化など多面的な経済波及
  効果を図る。

２．内容
　　積極的に企業の誘致活動や誘致対策を行う。また、空き工
  場への企業誘致及び工業団地の未分譲区画への企業誘致を図
　る。

３．工業団地現況
　新宿平工業団地
　　分譲面積　44,390㎡
　　分譲率　　34.2％

小川町

１．目的
　　製造業を主とした優良企業を誘致することにより、雇用の
  安定、人口増加、また、商業の活性化など多面的な経済波及
  効果を図る。

２．内容
　　積極的に企業の誘致活動や誘致対策を行う。また、空き工
  場への企業誘致を図る。

３．工業団地現況
　  該当なし
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　現行の制度を基本
とし、合併時までに
調整するものとす
る。

中小企業融資
制度

【中小企業融資制度預託事業】
１．目的
　　町内中小企業の資金融資を促進し、その体質の改善と経営
　の合理化を図ることにより、本町中小企業の振興に寄与する
　ことを目的とする。
２．内容
　　町が指定する金融機関に資金を預託することで「馬頭町中
　小企業振興資金」の原資を確保し、金融機関はこの資金にで
　きる限りの自己資金を加えて町の方針に基づき融資する。

３．預託金額（平成16年度）
　　１００, ０００千円

【馬頭町中小企業振興資金】
１．運転資金
 (1) 限度額　 　500万円以内
 (2) 融資期間 　3年以内
 (3) 担保　　 　無担保
 (4) 保証人　 　1人以上
 (5) 利率　   　年利2.4%以内
２．設備資金
 (1) 限度額　 　1,000万円以内
 (2) 融資期間 　7年以内
 (3) 担保　　 　無担保
 (4) 保証人　 　1人以上
 (5) 利率 　　　5年以内年利2.5%以内
   　　　 　　　7年以内年利2.6%以内

調整の具体的内容
馬頭町 小川町

【中小企業融資制度預託事業】
１．目的
　　町内中小企業の資金融資を促進し、その体質の改善と経営
　の合理化を図ることにより、本町中小企業の振興に寄与する
　ことを目的とする。
２．内容
　　町が栃木県信用保証協会に資金を預託し、保証協会は町が
　指定する金融機関に資金を預託することで「小川町中小企業
　振興資金資金」の原資を確保し、金融機関はこの資金にでき
　る限りの自己資金を加えて町の方針に基づき融資する。
３．預託金額（平成16年度）
　　１０, ０００千円

【小川町中小企業振興資金】
１．運転資金
 (1) 限度額　 　500万円以内
 (2) 融資期間 　3年以内
 (3) 担保　　 　無担保
 (4) 保証人　 　1人以上
 (5) 利率　   　年利2.3%以内
２．設備資金
 (1) 限度額　 　1,000万円以内
 (2) 融資期間 　7年以内
 (3) 担保　　 　無担保
 (4) 保証人　 　1人以上
 (5) 利率 　　　5年以内年利2.4%以内
   　　　 　　　7年以内年利2.6%以内

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況
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調整の具体的内容
馬頭町 小川町

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

生活安定資金 　合併時に廃止する
ものとする。

※貸付返済について
は､従前の例による
ものとする。

【馬頭町生活安定資金】
１．目的
　　町内に居住し事業所、商店街に働く人たちの生活の向上と
　福祉の増進を図るため、生活資金を融資し、生活の安定に資
　することを目的とする。
２．利用目的
　　生活資金全般
３．融資条件
　(1) 限度額　 　100万円以内
　(2) 融資期間 　3年以内
　(3) 担保　 　　無担保
　(4) 保証人　 　1人以上
　(5) 利率　　 　固定　3.5%以内
　　　  　　　 　変動　2.675%以内
３．預託金額
　　７, ０００千円
４．貸付実績
　平成14年度　　(1) 貸付件数　　 ２件
　　　　　　　　(2) 貸付金額　200万円
　平成15年度　　(1) 貸付件数　　 １件
　　　　　　　　(2) 貸付金額　 80万円

人にやさしい
まちづくり支
援モデル事業

　現行のとおり新町
に引き継ぐものとす
る。

１．目的
　　「馬頭町ひとにやさしいまちづくり支援モデル事業区域」
　において、高齢者、障害者を始めとするすべての者が安全で
　円滑に商店等を利用できるよう既存施設の改善措置を行もし
　のに対て補助金を交付する。
２．内容
　　対象区域内の商店等のバリアフリー化等
 (1) 主要出入口周辺の段差解消、通路の拡幅及び自動ドア化
 (2) 手すりの設置
 (3) 高齢者、障害者等に配慮したトイレの改造
 (4) 障害者に配慮した案内表示の設置
３．補助金
　　事業費の2/3以内（県1/3、町1/3）
　　ただし、事業費上限は　　600万円
４．事業期間
　平成１３年度～平成１７年度

【生活安定資金】
該当なし

該当なし
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調整の具体的内容
馬頭町 小川町

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

観光イベント

観光客誘致対
策事業

消費者行政 　現行のとおり新町
に引き継ぐものとす
る。
　なお、消費生活モ
ニタ－については、
合併時に廃止するも
のとする。

　現行のとおり新町
に引き継ぐものと
し、新町において速
やかに調整するもの
とする。

１．目的
　　町の観光施設及び観光資源を県内外に広くＰＲし、馬頭町
  への観光客誘致を図る。
２．内容
　・観光パンフレットの配布
　・町のＨＰへの観光情報提供
　・新聞、雑誌、ラジオ等からの取材協力

１．目的
　　町の観光施設及び観光資源を県内外に広くＰＲし、小川町
  への観光客誘致を図る。
２. 内容
　・観光パンフレットの配布
　・町のＨＰへの観光情報提供
　・新聞、雑誌、ラジオ等からの取材協力

　現行のとおり新町
に引き継ぐものとす
る。

【納涼祭り】
１．主　催
　　馬頭町商工会
２．補助金
　　2,000千円

【町民まつり】
１．主　催
　　町民まつり実行委員会
２．補助金
　　4,500千円
【花菖蒲まつり】
１．主　催
　　小川町
２．事業費
　　420千円

【消費生活モニター】
１．目的
　　消費者を代表して生活関連物資の需給、価格、量目等につ
　いて情報を収集し行政に反映させるとともに、消費者意識の
　高揚を図る。
２．会員
　　１２名

【消費生活モニター】
該当なし

【消費者行政】
１．目的
　　多様化・複雑化する生活環境により悪質な商法による被害
　や、生活物資、食品の安全性に対する不信感が増加している｡
　このような中、住民の消費生活の安定及び向上を目的に、相
　談事業や法に基づく各種立入検査を実施する。
２．事業内容
　・消費生活相談の受付・処理
　・電気用品安全法に基づく立入検査
　・家庭用品品質表示法に基づく立入検査
　・消費生活用製品安全法に基づく立入検査
　・消費生活リーダー養成研修への参加
　・町イベントの際の消費生活展の開催

【消費者行政】
１．目的
　　多様化・複雑化する生活環境により悪質な商法による被害
　や、生活物資、食品の安全性に対する不信感が増加している｡
　このような中、住民の消費生活の安定及び向上を目的に、相
　談事業や法に基づく各種立入検査を実施する。
２．事業内容
　・消費生活相談の受付・処理
　・電気用品安全法に基づく立入検査
　・家庭用用品質表示法に基づく立入検査
　・消費生活用製品安全法に基づく立入検査
　・広報紙等への啓発記事の掲載
　・町イベントの際の消費生活展の開催
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協議第４２号 

 

   建設関係事業について（協定項目２５－１５） 

 

 建設関係事業について、次のとおり提案する。 

 

１．建設関係事業 

(1) 道路整備事業については、新町建設計画等に基づき計画的に実施し、継続

事業は、新町において引き続き実施するものとする。 

(2) 町道については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、町道認

定基準は馬頭町の例によるものとする。 

(3) 道路占用料については、小川町の例によるものとする。 

(4) 法定外公共物使用料については、栃木県の条例に準じて合併時に統一する

ものとする。 

(5) 地籍調査事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

２．住宅関係事業 

(1) 町営住宅及び町有住宅管理事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ

ものとする。 

(2) 住宅入居者選考委員会については、合併時に廃止するものとする。 

３．都市計画関係事業 

(1) 都市計画区域については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

(2) 都市計画マスタープランについては、新町において策定するものとする。 

 

 

平成１７年１月６日提出 

  馬頭町・小川町合併協議会会長 川 崎 和 郎   
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　 専門部会名　　建　設

道路整備事業

分科会名

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

　新町建設計画
等に基づき計画
的に実施し、継
続事業は、新町
において引き続
き実施するもの
とする。

１．建設関係事業
　(1) 道路整備事業については、新町建設計画等に基づき計画的に実施し、継続事業は、新町において引き続き実施するもの
　　とする。
　(2) 町道については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、町道認定基準は馬頭町の例によるものとする。
　(3) 道路占用料については、小川町の例によるものとする。
　(4) 法定外公共物使用料については、栃木県の条例に準じて合併時に統一するものとする。
　(5) 地籍調査事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
２．住宅関係事業
　(1) 町営住宅及び町有住宅管理事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　(2) 住宅入居者選考委員会については、合併時に廃止するものとする。
３．都市計画関係事業
　(1) 都市計画区域については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　(2) 都市計画マスタープランについては、新町において策定するものとする。

　馬頭町･小川町合併協議会の調整方針

関連項目 ２５－１５　建設関係事

建設・都市計
画

協　議　事　項 ２５　各種事務事業の取扱い

調整の方針

調整の具体的内容

小川町

○道路橋梁新設改築事業
１．目　的
　　地域住民の日常生活の安全性と利便性の向上を図り快適な生
　活環境を確保する。
２．内　容
　　｢生活密着型事業｣として生活関連道路のうち日常生活に密接
　に関連した地域課題に対応する事業
　　｢連絡強化型事業｣として地域づくりの核となる施設整備、社
　会基盤整備等の地域の課題に対応する事業
３．事業数
　平成16年度末で平成17年度に継続される事業（見込み）
　・道路新設改築事業　　３路線

馬頭町

○道路橋梁新設改築事業
１．目　的
　　地域住民の日常生活の安全性と利便性の向上を図り快適な生
　活環境を確保する。
２．内　容
　　｢生活密着型事業｣として生活関連道路のうち日常生活に密接
　に関連した地域課題に対応する事業
　　｢連絡強化型事業｣として地域づくりの核となる施設整備、社
　会基盤整備等の地域の課題に対応する事業
３．事業数
　平成16年度末で平成17年度に継続される事業（見込み）
　・道路新設改築事業　　６路線
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容

小川町馬頭町

○街なみ環境整備事業
１．目　　的
　　町の中心市街地の事業整備区域内住民を対象に、中心市街地
　の衰退、空洞化が深刻になりつつある現状で、平成12年12月に
　オープンした広重美術館を核とし、街の歴史、文化、風土自然､
　人と人とのふれあいを大切にした個性豊かな街なみ環境の整備
　を住民と行政が一体となって進め、街に訪れた人が、快適に過
　ごせるよう環境を整え中心市街地の活性化を図る。
２．内　　容
　　広重美術館等の来町者を中心市街地へ誘導(回遊性の確保)し､
　街なみ環境整備事業として豊かで良好な住環境を形成し活性化
　を図る。町が主体となり地域施設の整備を行う。
３．対象地域　　新町、室町、南町及び田町の４地区
４．整備面積　　56.5ha
５．事 業 費　　364,000千円（全体）
６．事業期間　　平成14年度（計画）
　　　　　　　　平成15年度～平成24年度

７．整備概要
 �町が事業主体
  ①地区施設整備　    （通路、小公園、緑地等）
  ②地区防災施設整備　（防火水槽、消火栓設置）
  ③その他の施設整備　（水路整備、ストリートファニチャー、
　　　　　　　　　　　　案内板等、街路灯、公衆トイレ、煙突
　　　　　　　　　　　　除去）
　・補助率
　　①②③国1/2、県1/6、町1/3
 �地元（個人）が事業主体
　④修景施設整備　　　（建築の新築、増築、改築－40棟）
　・街なみ景観整備促進ゾーンの建築物・外構等の修景
　　　町補助金　3/4 (国1/3、県1/6、町1/4)＋地元1/4
　　　限度額 　 4,500千円
　・街なみ景観推進促進ゾーンの外構等の修景
　　　町補助金　2/3 (国1/3、県1/6、町1/6)＋地元1/3
　　　限度額　　　200千円
　・歴史的整備ゾーンの外構等の修景
　　　町補助金　2/3 (国1/3、県1/6、町1/6)＋地元1/3
　　　限度額　　　200千円

○街なみ環境整備事業
該当なし
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容

小川町馬頭町

町　道

道路占用料

１．級別路線数・延長
     （平成16年４月１日現在）
　１級　　　 6 路線 　  15,522ｍ
　２級　　　23 路線　   27,267ｍ
　３級　　 175 路線  　 94,430ｍ
　　計　　 204 路線　  137,219ｍ

１．根　　拠
　道路法第39条の規定に基づき、道路の占用につき徴収する。
２．占 用 料
　別表１「道路占用料表」のとおり
３．徴収方法
　一括徴収
４．減　　免
　規定あり

１．認定基準
　　該当なし

１．認定基準
　　町道に認定する道路は、法令その他別に定めがあるものを除
  き一般交通上重要な道路であり、かつ、次の各号の一に該当し
　なければならない。
　(1)　道路の基点、終点とも国道、県道又は町道のいずれかに連
    　絡する道路
  (2)　国道、県道、町道いずれかの道路から、集落又は公共施設
    　に連絡する道路
　(3)　前各号に掲げるもののほか、公共的、公益的見地から町長
    　が特に重要と認める道路

２．具備要件
　　前条の基準により認定しようとする道路は、次の各号に掲げ
　る要件を具備していなければならない。
  (1) 道路幅員は４ｍ以上であること。ただし４ｍ未満の道路で
　　あっても、拡幅改良に要する土地を町に所有権を移転するこ
　　とができるものであるときはこの限りでない。
　(2) 道路の構造は、交通上支障が無いもので、原則として道路
　　構造令（昭和45年政令320号）に適合するものであること。
  (3) すでに道路として、一般の利用に供されている道路の道路
　　敷地及び付属物が無償で町に所有権の移転ができるものであ
    ること。
  (4) 開発行為により設置される道路については、開発行為に伴
    って設置される公共施設の管理基準に適合するものであるこ
    と。

１．級別路線数・延長
     （平成16年４月１日現在）
　１級　　　11 路線 　  28,814ｍ
　２級　　　21 路線　   41,212ｍ
　３級　　 159 路線  　 98,155ｍ
　　計　　 191 路線　  168,181ｍ

該当なし

　現行のとおり
新町に引き継ぐ
ものとする。

　馬頭町の例に
よるものとす
る。

 小川町の例によ
るものとする。
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容

小川町馬頭町

法定外公共物使用
料（国土交通省所
管譲与財産）

１．目　　的
　　法定外公共物の保全又は利用に関し、公共の安全を保持し、
　かつ公共の福祉の増進を図る。
２．使 用 料
　　別表２「法定外公共物使用料表」のとおり
３．徴収方法
　　一括徴収
４．減　　免
　　規定あり

１．目的
　　国土調査法に基づき、一筆毎の土地について、その所有者・
　地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行い、
　地図及び簿冊を作成し、法務局において地図や土地登記簿を書
　き改める。
　　個人の土地取引から公的機関の地域の整備まで、土地に関す
　るあらゆる行為のための基礎データの作成を図る。

２．調査面積
　・平成15年度末実績
　　町全体面積　　　 　　　41.16�
　　調査対象面積　 　　　　30.31�
　　既調査面積　　　 　　　25.72�
　　進捗率　　　　　　 　　84.86％
　・第５次十箇年計画面積　  4.66�

３．認証
　　平成15年度調査事業まで認証済み。

４．法務局送付
　　平成14年度調査事業までは送付済み。
　　平成15年度については、平成16年12月までに送付予定
５．土地情報データ化
　　平成15年度までの調査地区については数値情報化済み。

６．土地情報利活用
　　全庁的には実施していない。
　　分筆時に座標値を提供している。

１．目的
　　国土調査法に基づき、一筆毎の土地について、その所有者・
　地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行い、
　地図及び簿冊を作成し、法務局に送付し地図や土地登記簿を書
　き改める。
　　個人の土地取引から公共機関の地域の整備まで、土地に関す
　るあらゆる行為のための基礎データの作成を図る。

２．調査面積
　・平成15年度末実績
　　町全体面積　　　　　　151.68�
　　調査対象面積　　　　　118.84�
　　既調査面積　　　   　　68.77�
　　進捗率　　　　     　　57.87％
　・第５次十箇年計画面積 　46.02�

３．認証
　　平成14年度調査事業まで認証済み。

４．法務局送付
　　平成14度調査事業まで送付済み。

５．土地情報データ化
　　平成14年度までの調査地区については数値情報化済み。

６．土地情報利活用
　　全庁的には実施していない。
　　分筆時に座標値を提供している。

１．目　　的
　　法定外公共物の保全又は利用に関し、公共の安全を保持し、
　かつ公共の福祉の増進を図る。
２．使 用 料
　　別表２「法定外公共物使用料表」のとおり
３．徴収方法
　　一括徴収
４．減　　免
　　規定あり

地籍調査事業

　栃木県の国土
交通省所管公共
用財産使用料条
例を準用し、合
併時に統一する
ものとする。

　現行のとおり
新町に引き継ぐ
ものとする。
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容

小川町馬頭町

１．目的
　　公営住宅法等に則り、住宅に困窮する低額所得者に対して低
　廉な家賃で住宅を賃貸し、又は転貸することにより、町民生活
　の安定と福祉の増進に寄与する。

２．住宅の現状 [管理戸数109戸]
　・町営住宅舟戸団地（35戸）
　　　昭和47年度　５戸　36.52㎡
　　　　簡準平
　　　昭和48年度　10戸　39.45㎡
　　　　簡準平
　　　昭和50年度　10戸  39.45㎡
　　　　簡準平
　　　昭和51年度　10戸  39.45㎡
　　　　簡準平
　・町営住宅旭町団地（10戸）
　　　昭和46年度　５戸　36.52㎡
　　　　簡準平
    　昭和47年度　５戸　36.52㎡
　　  　簡準平
　・町営住宅薬利団地（19戸）
　　  昭和49年度　９戸　39.45㎡
　　　　簡準平
    　昭和51年度　10戸　39.45㎡
　　　　簡準平
　・町営住宅谷田団地（32戸）
　　　昭和52年度　11戸　44.90㎡
　　　　簡準平
    　昭和53年度　10戸　48.24㎡
　　　　簡準平
    　昭和54年度　11戸　48.24㎡
　　　　簡準平
　・町営住宅谷田上の原団地
　　　　　　　　　　　（13戸）
　　　昭和56年度　13戸　58.39㎡
　　　　簡準平

１．目的
　　公営住宅法等に則り、住宅に困窮する低額所得者に対して低
　廉な家賃で住宅を賃貸し、又は転貸することにより、町民生活
　の安定と福祉の増進に寄与する。

２．住宅の現状 [管理戸数125戸]
　・町営愛宕住宅（13戸）
　　　昭和40年度　７戸　36.30㎡
　　　　木造平屋
    　昭和40年度　６戸  31.76㎡
　　　　木造平屋
　・町営清流住宅（８戸）
　　　昭和46年度  ８戸  46.18㎡
　　　　簡易耐火２Ｆ
　・町営松ヶ丘住宅（42戸）
　　　昭和47年度　10戸　46.18㎡
　　　　簡易耐火２Ｆ
    　昭和48年度　12戸　46.18㎡
　　　　簡易耐火２Ｆ
    　昭和49年度　20戸　50.88㎡
　　　　簡易耐火２Ｆ
　・町営古館住宅（22戸）
　　　昭和52年度　８戸  55.46㎡
　　　　簡易耐火２Ｆ
　　　昭和57年度　７戸　65.72㎡
　　　　簡易耐火２Ｆ
  　　昭和57年度  ７戸  64.92㎡
　　　　簡易耐火２Ｆ
　・町営富士山住宅（10戸）
  　  昭和63年度　10戸　69.55㎡
　　　　木造２Ｆ
　・町営大宝地住宅（30戸）
　　Ａ棟　平成９年度　18戸
　　　70.50㎡　耐火ＲＣ３Ｆ
 　 Ｂ棟　平成９年度　12戸
　　　69.80㎡　耐火ＲＣ３Ｆ

町営住宅管理事業 　現行のとおり
新町に引き継ぐ
ものとする。
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容

小川町馬頭町

３．敷地
　　町有地

４．家賃の算定方法
　　公営住宅法施行令第２条に規定する方法により算出

５．立地係数
　　０．７０

６．利便性係数
　・町営住宅舟戸団地　　　　０．９０
　・町営住宅旭町団地　　　　０．９２
　・町営住宅薬利団地　　　　０．７５
　・町営住宅谷田団地　　　　０．８０
　・町営住宅谷田上の原団地　０．７８

７．敷金
　　入居時家賃の３ヶ月分

８．駐車場
　・町営住宅舟戸団地のみあり。
　　（無料）
　・他の町営住宅団地はなし。
　　（空き地を利用している。）

９．家賃の納付
　・納入期限：毎月25日
　・口座振替
　・窓口払い

10．家賃等の減免又は徴収猶予
　　入居者が災害、病気その他やむを得ない理由により敷金又は
　家賃を納付することが困難であると認めるとき。

９．家賃の納付
　・納入期限：毎月25日
　・口座振替
　・窓口払い

10．家賃等の減免又は徴収猶予
　入居者が災害、病気その他やむを得ない理由により敷金又は家
賃を納付することが困難であると認めるとき。

３．敷地
　　町有地

４．家賃の算定方法
　　公営住宅法施行令第２条に規定する方法により算出

５．立地係数
　　０．７０

６．利便性係数
　・町営愛宕住宅　　　０．７５
　・町営清流住宅　　　０．７５
　・町営松ヶ丘住宅　　０．８０
　・町営古館住宅　　　０．７５
　・町営富士山住宅　　０．９０
　・町営大宝地住宅　　０．９５

７．敷金
　　入居時家賃の３ヶ月分

８．駐車場
　・すべての町営住宅にあり。
　　（月額１台2,000円）

35



事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容

小川町馬頭町

町有住宅管理事業 　現行のとおり
新町に引き継ぐ
ものとする。

該当なし１．目的
　　町条例に則り、住宅困窮者に対して住宅を賃貸することによ
　り、町民生活の安定と福祉の増進に寄与する。

２．住宅の現状 [管理戸数２３戸]
　・三枚畑住宅（５戸）
　　　昭和58年度　３戸  33.12㎡
　　　　木造平屋
　　　昭和58年度　２戸  52.99㎡
　　　　木造平屋
　・上郷地住宅（５戸）
　　　昭和54年度　４戸  46.27㎡
　　　　木造平屋
　　　昭和54年度　１戸  54.12㎡
　　　　木造平屋
　・藤沢住宅（１戸）
　　  昭和62年度　１戸  65.03㎡
　　　　木造平屋
　・ゆりがねハイツ（６戸）
　　　平成２年度　４戸  92.26㎡
　　　　木造３Ｆ
    　平成２年度　２戸  81.52㎡
　　　　木造３Ｆ
　・南町住宅（６戸）
　　　平成16年度　６戸  67.90㎡
　　　　木造２Ｆ

３．敷地
　　町有地

４．家賃
　・三枚畑住宅(３戸)　　   5,000円
　　　　〃　 （２戸） 　　10,000円
　・上郷地住宅(４戸)  　　20,000円
　　　　〃　 （１戸） 　　30,000円
　・藤沢住宅(１戸）    　 30,000円
　・ゆりがねハイツ(２戸)  52,400円
　・　　〃　　　 （４戸） 56,300円
　・南町住宅(６戸)  　　　42,000円
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容

小川町馬頭町

１．目的
　　町営住宅等の入居者の選考について意見を求める。

２．委員構成
　・定数　　　　　　　 　８名
　　助役、町議会議員３名、商工会長、自治会連絡協議会長、
　　民生委員児童委員会長、婦人会会長

３．任期
　　２年（平成18年3月31日まで）

４．選考内容
　・住宅入居希望者の入居資格に関すること。
　・入居者の選考に関すること。

１．目的
　　町営住宅の入居者の選考について意見を求める。

２．委員構成
　・定数　　　　　　５名
　　一般住民　　　　５名

３．任期
　　３年(平成18年3月31日まで)

４．選考内容
　・住宅入居希望者の入居資格に関すること。
　・入居者の選考に関すること。

住宅入居者選考委
員会

５．敷金
　　入居時家賃の３ヶ月分

６．駐車場
　・すべての町有住宅にあり。
　　（月額１台2,000円）

７．入居期間
　　町有住宅入居許可書により入居し退去するまで

８．家賃の納付
　・納入期限：毎月末日
　・口座振替
　・窓口払い

９．減免
　　災害その他特別の事情がある場合

　合併時に廃止
するものとす
る。
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事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の具体的内容

小川町馬頭町

都市計画区域

該当なし 　新町において
策定するものと
する。

都市計画マスター
プラン

　現行のとおり
新町に引き継ぐ
ものとする。

該当なし１．都市計画区域
　・当初決定　 昭和33年９月18日
　・最終決定　 昭和50年７月１日
　・都市計画区域 　　   　　　3,880ha
　・用途地域　　　 　　 　　　　140ha
　　（内訳）
　　　第一種低層住居専用地域　　 －ha
　　　第二種低層住居専用地域 　　－ha
　　　第一種中高層住居専用地域 　－ha
　　　第二種中高層住居専用地域　 －ha
　　　第一種住居地域　  　　　110.5ha
　　　第二種住居地域　　  　 　　－ha
　　　準住居地域　　　　  　 　　－ha
　　　近隣商業地域　　 　 　　　6.5ha
　　　商業地域　　　　　  　 　　－ha
　　　準工業地域　　　 　  　　23.0ha
　　　工業地域　　　　　　　  　 －ha
　　　工業専用地域　　　    　　 －ha

１．目的
　　都市計画法第18条の２の規定に基づき馬頭町の地域特性を活
　かしたまちづくりを目指すとともに、創意・工夫を図り、住民
　意向を充分に反映させながら将来の馬頭町の姿を明らかにする｡

２．内容
　　馬頭町都市計画マスタープランは都市づくりの基本理念、将
　来の都市構造について平成32年を想定している。
　　① 実現すべき具体的な都市の将来像
　　② 都市計画に関し地域住民の理解を得る根拠
　　③ 都市計画相互の有機的な関係
　　④ 都市計画の決定・変更の指針以上のような役割に要約でき
　　　る。
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別表１
　道路占用料表

（単位：円）

単位 馬頭町 小川町 新   町

－ 770 770

－ 1,200 1,200

－ 1,600 1,600

－ 690 690

－ 1,100 1,100

－ 1,500 1,500

－ 53 53

－ 7 7

－ 4 4

1個につき1年 － 520 520

占用面積1平方
メートルにつ
き1年

－ 360 360

－ 1,100 1,100

－ 450 450

表示面積1平方
メートルにつ
き1年

－ 1,100 1,100

占用面積1平方
メートルにつ
き1年

－ 1,100 1,100

－ 36 36

－ 53 53

－ 71 71

－ 140 140

－ 360 360

－ 710 710

－ 1,100 1,100

階数が1のもの － A×0.003 A×0.003

階数が2のもの － A×0.005 A×0.005

階数が3以上の
もの

－ A×0.006 A×0.006

－ 710 710

－ 360 360

－ 1,100 1,100

占用面積1平方
メートルにつ
き1日

－ 11 11

占用面積1平方
メートルにつ
き1月

－ 110 110

占用物件

法第32条第1項
第1号に掲げる
工作物

第1種電柱

1本につき1年

第2種電柱

第3種電柱

第1種電話柱

第2種電話柱

第3種電話柱

その他の柱類

共架電線その他上空に設ける
線類 長さ1メートル

につき1年地下電線その他地下に設ける
線類

路上に設ける変圧器

地下に設ける変圧器

変圧塔その他これに類するも
の及び公衆電話所

郵便差出箱

広告塔

法第32条第1項
第2号に掲げる
物件

外径が0.1メートル未満のもの

その他のもの

長さ1メートル
につき1年

外径が0.1メートル以上0.15
メートル未満のもの
外径が0.15メートル以上0.2
メートル未満のもの
外径が0.2メートル以上0.4
メートル未満のもの
外径が0.4メートル以上1メー
トル未満のもの

外径が1メートル以上のもの

上空に設ける通路

法第32条第1項第3号及び第4号に掲げる施設

占用面積1平方
メートルにつ
き1年

法第32条第1項
第5号に掲げる
施設

地下街及び地
下室

地下に設ける通路

その他のもの

法第32条第1項
第6号に掲げる
施設

祭礼、縁日等に際し、一時的
に設けるもの

その他のもの

1個につき1年
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単位 馬頭町 小川町 新   町占用物件

一時的に設け
るもの

表示面積1平方
メートルにつ
き1月

－ 110 110

その他のもの
表示面積1平方
メートルにつ
き1年

－ 1,100 1,100

1本につき1年 － 850 850

1本につき1月 － 110 110

祭礼、縁日等
に際し一時的
に設けるもの

その面積1平方
メートルにつ
き1日

－ 11 11

その他のもの
その面積1平方
メートルにつ
き1月

－ 110 110

1基につき1月 － 1,100 1,100

－ 110 110

－ 110 110

階数が1のもの － A×0.008 A×0.008

階数が2のもの － A×0.011 A×0.011

階数が3のもの － A×0.015 A×0.015

階数が4以上の
もの

－ － A×0.016

－ A×0.008 A×0.008

階数が1のもの － A×0.008 A×0.008

階数が2のもの － A×0.011 A×0.011

階数が3のもの － A×0.015 A×0.015

階数が4以上の
もの

－ －
　
－

－ A×0.018 A×0.018

※新町の額は、栃木県道路占用料徴収条例（町村の区分）による。

アーチ

上空、トンネ
ルの上又は自
動車専用道路
（高架のもの
に限る。)の路
面下に設ける
もの

その他のもの

道路法施行令
（昭和27年政
令第479号。以
下「令」とい
う。)第7条第1
号に掲げる物
件

看板（アーチ
であるものを
除く。)

標識

旗ざお

幕（令第7条第
2号に掲げる工
事用施設であ
るものを除
く。)

備考

１　第１種電柱とは、電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を

　設置する者が設置するものに限る。以下この号において同じ。）を支持するものを、第２種電柱とは、電柱のうち

　４条又は５条の電線を支持するものを、第３種電柱とは、電柱のうち６条以上の電線を支持するものをいうものと

　する。

２　第１種電話柱とは、電話柱（電話その他の通信又は放送の用に供する電線を支持する柱をいい、電柱であるもの

　を除く。以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電話柱を設置する者が設置するものに限る。以下この号におい

　て同じ。）を支持するものを、第２種電話柱とは、電話柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、第３種電

　話柱とは、電話柱のうち６条以上の電線を支持するものをいうものとする。

３　共架電線とは、電柱又は電話柱を設置する者以外の者が当該電柱又は電話柱に設置する電線をいうものとする。

４　表示面積とは、広告塔又は看板の表示部分の面積をいうものとする。

５　Ａは、近傍類似の土地（令第７条第８号に掲げる休憩所、給油所又は自動車修理所について近傍に類似の土地が

　存しない場合には、立地条件、収益性等土地価格形成上の諸要素が類似した土地）の時価を表わすものとする。

６　表示面積、占用面積若しくは占用物件の面積若しくは長さが１平方メートル若しくは１メートル未満であると

　き、又はこれらの面積若しくは長さに１平方メートル若しくは１メートル未満の端数があるときは、１平方メート

　ル又は１メートルとして計算するものとする。

７　占用料の額が年額で定められている占用物件に係る占用の期間が１年未満であるとき、又はその期間に１年未満

　の端数があるときは月割をもつて計算し、なお、１月未満の端数があるときは１月として計算し、占用料の額が月

　額で定められている占用物件に係る占用の期間が１月未満であるとき、又はその期間に１月未満の端数があるとき

　は１月として計算するものとする。この場合において、１月とは、占用開始の日から翌月の占用開始の日に応当す

　る日の日(応当日のないときはその月の末日)までをいう。

令第7条第2号に掲げる工事用施設及び同条第
3号に掲げる工事用材料

占用面積1平方
メートルにつ
き1月

令第7条第4号に掲げる仮設建築物及び同条第
5号に掲げる施設

令第7条第6号
に掲げる施設
並びに同条第7
号に掲げる施
設及び自動車
駐車場

建築物

占用面積1平方
メートルにつ
き1年

その他のもの

令第7条第8号
に掲げる休憩
所、給油所及
び自動車修理
所
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別表２

　法定外公共物使用料表
（単位：円）

単位 馬頭町 新　町

348 － 718 831

－ 770 － －

－ 1,200 － －

－ 1,600 － －

129 － 266 308

－ 690 － －

－ 1,100 － －

－ 1,500 － －

88 － 181 209

－ 53 － 1,473

1平方メート
ルにつき1年

－ － 1,272 －

－ 7 － －

－ 4 － －

－ 36 － －

－ 53 － －

－ 71 － －

－ － － 60

－ 140 － 122

－ 360 － 308

－ 710 － 616

－ 110 － －

41 － 100 126

－ 710 － －

－ 360 － －

－ 1,100 － －

41 110 － 84

258 － 72

－ － － 32

1平方メート
ルにつき1月

295 110 211 244

－ － 4 4

3 － － －

1 － － －

柱類の
設置

外径が0.1メートル未満のも
の

鉄塔（電柱又は電話柱である
ものを除く。）

共架電線、その他上空に設ける線類

地下電線、その他地下に設ける線類

第1種電柱

第2種電柱

第3種電柱

一時的に利用する駐車場、遊戯場、商
品置場等

農地又は採草放牧地
1平方メート
ルにつき1年

1メートルに
つき1年

材料置場

外径が0.2メートル未満のも
の

外径が1メートル以上のもの

外径が0.2メートル以上0.4
メートル未満のもの

外径が0.4メートル以上1メー
トル未満のもの

管類の
設置

小川町

第1種電話柱

第2種電話柱

第3種電話柱

区分

電柱

1本につき1
年

電話柱(電柱であるものを除
く。)

街灯(電柱又は電話柱である
ものを除く。)

その他の柱類

外径が0.1メートル以上0.15
メートル未満のもの

外径が0.15メートル以上0.2
メートル未満のもの

鉄道、軌道その他これらに類する施設

1平方メート
ルにつき1年

道路
上空に設ける通路等

地下に設ける通路等

その他の通路等

物置場

農地

採草放牧地

広場、運動場等

道路法の適用を
受けない道路、
河川法の適用又
は準用を受けな
い河川、湖沼・
ため池・溝渠・
水路又はこれら
に類するもの、
その他これらに
付属する工作
物、物件又は施
設

道路法の適用を
受けない道路

河川法の適用又
は準用を受けな
い河川、湖沼・
ため池・溝渠・
水路又はこれら
に類するもの、
その他これらに
付属する工作
物、物件又は施
設
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単位 馬頭町 新　町小川町区分

250 － 250 250

－ － － 240

－ － 250 250

250 － 210 210

150 － 150 150

径が0.15メートル
を超え0.3メートル
以下のもの

－ 310

径が0.3メートルを
超え0.5メートル以
下のもの

－ 400

径が0.5メートルを
超え0.6メートル以
下のもの

－ 100

径が0.6メートルを
超え0.9メートル以
下のもの

－ 140

径が0.9メートルを
超え1.2メートル以
下のもの

－ 220

径が1.2メートルを
超えるもの

－

220円に1.2メー
トルに0.1メー
トル又はその端
数を加えるごと
に50円を加算し
た額

1平方メート
ルにつき1年

その都度町長が
定める額

その都度町長が
定める額

その都度町長が
定める額

84

1個

砂利

1立方メート
ル

土砂

玉石

※新町の額は、栃木県の国土交通省所管公共用財産使用料条例による。

備考

１　使用面積が１平方メートル未満であるとき又は使用面積に１平方メートル未満の端数があるときは、１平方メー

　トルとして計算する。

２　管類の長さが１メートル未満であるとき又はその長さに１メートル未満の端数があるときは、１メートルとして

　計算する。

３　採取量が１立方メートル未満であるとき又は採取量に１立方ートル未満の端数があるときは、１立方メートルと

　して計算する。

４　使用料が年額で定められているものに係る使用期間が１年未満であるとき又はその期間に１年未満の端数がある

　ときは、月割により計算する。この場合において、１月未満の端数があるときは、１月として計算する。

５　使用料が月額で定められているものに係る使用期間が１月未満であるとき又はその期間に１月未満の端数がある

　ときは、１月として計算する。

６　土石等の採取に係るものの使用料の額は、この表及び第３項の規定により計算した額に100分の105を乗じて得た

　額（その額に10円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）とする。

７　使用料の額が100円未満であるときは、その額を100円とする。

前項までに掲げるもの以外の使用又は
収益

切込砂利

栗石

砂

土石等
の採取

400

140

400

140
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協議第４３号 

 

   上下水道事業について（協定項目２５－１６） 

 

 上下水道事業について、次のとおり提案する。 

 

１．水道事業については、次のとおりとする。 

(1) 水道事業及び簡易水道事業については、現行のとおり新町に引き継ぐもの

とし、簡易水道事業会計については、合併時に統一するものとする。 

(2) 水道料金については、合併時は現行のとおりとし、合併後、速やかに統一

するものとする。 

(3) 加入金及び手数料については、馬頭町の例によるものとする。 

(4) 料金の算定（検針）及び徴収については、現行のとおりとするものとする。 

２．下水道事業については、次のとおりとする。 

(1) 下水道事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

(2) 下水道使用料、汚水量の認定、使用料の徴収については、現行のとおりと

し、馬頭処理区の供用開始後に速やかに統一するものとする。 

(3) 受益者分担金については、現行のとおりとするものとする。 

(4) 手数料、水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子補給については、現行

のとおりとし、馬頭処理区の供用開始後に速やかに統一するものとする。 

３．農業集落排水事業については、次のとおりとする。 

(1) 農業集落排水事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、事

業会計については、合併時に統一するものとする。 

(2) 処理施設使用料及び汚水量の認定については、合併時は現行のとおりとし、

合併後、速やかに統一するものとする。 

(3) 使用料の徴収については、水道料金の徴収の例によるものとする。 

(4) 受益者分担金については、現行のとおりとするものとする。 

(5) 手数料、水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子補給については、合併

時は現行のとおりとし、合併後、下水道事業に合わせ統一するものとする。 

４．排水設備指定工事店指定手数料については、小川町の例によるものとする。 

５．合併処理浄化槽設置整備事業費補助については、現行のとおりとするものと

する。ただし、補助金の交付については小川町の例によるものとする。 

 

平成１７年１月６日提出 

 馬頭町・小川町合併協議会会長 川 崎 和 郎   
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上下水道専門部会名

　馬頭町・小川町合併協議会の調整方針

関連項目 ２５－１６　上下水道事業

水道・下水道

協　議　事　項 ２５　各種事務事業の取扱い

分科会名

調整の方針

１．水道事業については、次のとおりとする。

　(1) 水道事業及び簡易水道事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、簡易水道事業会計については、合併時に統一するも

　　のとする。

　(2) 水道料金については、合併時は現行のとおりとし、合併後、速やかに統一するものとする。

　(3) 加入金及び手数料については、馬頭町の例によるものとする。

　(4) 料金の算定（検針）及び徴収については、現行のとおりとするものとする。

２．下水道事業については、次のとおりとする。

　(1) 下水道事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

　(2) 下水道使用料、汚水量の認定、使用料の徴収については、現行のとおりとし、馬頭処理区の供用開始後に速やかに統一するものとす

　　る。

　(3) 受益者分担金については、現行のとおりとするものとする。

　(4) 手数料、水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子補給については、現行のとおりとし、馬頭処理区の供用開始後に速やかに統一す

　　るものとする。

３．農業集落排水事業については、次のとおりとする。

　(1) 農業集落排水事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、事業会計については、合併時に統一するものとする。

　(2) 処理施設使用料及び汚水量の認定については、合併時は現行のとおりとし、合併後、速やかに統一するものとする。

　(3) 使用料の徴収については、水道料金の徴収の例によるものとする。

　(4) 受益者分担金については、現行のとおりとするものとする。

　(5) 手数料、水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子補給については、合併時は現行のとおりとし合併後、下水道事業に合わせ統一す

　　るものとする。

４．排水設備指定工事店指定手数料については、小川町の例によるものとする。

５．合併処理浄化槽設置整備事業費補助については、現行のとおりとするものとする。ただし、補助金の交付については小川町の例による

　ものとする。
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水道事業 水道事業
　該当なし

簡易水道事業
1.中部地区簡易水道
(1)認可日　　平成５年10月18日
(2)計画給水人口　　   4,810人
(3)１日最大給水量 1,700�／日
(4)給水区域
　　大字小川の一部、大字三輪の一部、大字恩田、大字吉田及び
　　大字東戸田の一部

2.北部地区簡易水道
(1)認可日    平成11年９月28日
(2)計画給水人口　     1,290人
(3)１日最大給水量 　399�／日
(4)給水区域
　  大字薬利、大字芳井、大字浄法寺及び大字小川の一部

簡易水道事業
1.小砂地区営農飲雑用水
(1)認可日　　平成12年11月15日
(2)計画給水人口　　　 1,405人
(3)１日最大給水量   562�／日
(4)給水区域
　　大字小砂、大字和見のうち字高平、字新溜、字上台、
　　大字小口のうち字萩の草、字梅平、字宮崎、字板山

2.矢又地区簡易水道
(1)認可日    昭和61年４月８日
(2)計画給水人口 　　　　400人
(3)１日最大給水量 　100�／日
(4)給水区域
　　大字矢又のうち字道中内、字桐ヶ久保、字道の入、字黒田､
　　字日向、字仲坪、字板本

　簡易水道事業につい
ては、現行のとおり新
町に引き継ぐものとす
し、事業会計について
は、合併時に統一する
ものとする。

馬頭町

　現行のとおり新町に
引き継ぐものとする。

調整の具体的内容事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

水道事業
1.上水道
(1)認可日    昭和62年３月30日
(2)計画給水人口  　　10,000人
(3)１日最大給水量 5,000�／日
(4)給水区域
　　大字馬頭、大字矢又、大字健武、大字和見、大字小口、
　　大字北向田、大字久那瀬、大字松野、大字富山

２東部地区簡易水道（企業会計）
(1)認可日  　平成８年３月26日
(2)計画給水人口　 　　3,710人
(3)１日最大給水量 1,350�／日
(4)給水区域
　　大字谷川、大字盛泉、大字大内、大字大山田下郷、
　　大字大山田上郷、大字健武の各大字の一部

小川町
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馬頭町
調整の具体的内容事務事業名

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

小川町

水道事業

水道料金
　料金は、使用料金に100分の105を乗じて得た額とする。ただ
し、１０円未満の端数については四捨五入する。

1.例月料金
　　料金は、下記の基本料金と超過料金及びメーター使用料の合
　計額とする。
(1)基本料金（10�）
　　13㎜　　　　　　　1,500円
　　20㎜　　　　　　　1,890円
　　25㎜　　　　　　　2,350円
　　30㎜　　　　　　　3,280円
　　40㎜　　　　　　　4,600円
　　50㎜　　　　　　　6,600円
　　75㎜　　　　　　　9,140円

(2)超過料金（１�につき）
　　11～20�　　　　　　160円
　　21～30�　　　　　　170円
　　31�以上  　　　  　180円

　合併時は現行のとお
りとし、合併後、速や
かに統一するものとす
る。

3.南部地区簡易水道
(1)認可日    昭和52年５月９日
(2)計画給水人口     　1,250人
(3)１日最大給水量　 259�／日
(4)給水区域
　　大字片平の一部、大字高岡、大字白久及び大字谷田

4.西部地区簡易水道
(1)認可日    昭和55年１月31日
(2)計画給水人口　　　　 400人
(3)１日最大給水量　　80�／日
(4)給水区域
　　大字東戸田の一部、大字三輪の一部及び大字片平の一部

水道料金
　料金は、使用料金に100分の105を乗じて得た額とする。ただ
し、１円未満の端数については切り捨てる。

1.例月料金
　　料金は、下記の基本料金と超過料金との合計額とする。

(1)基本料金（10�）
　　13㎜　　　　　　　1,700円
　　20㎜　　　　　 　 2,200円
　　25㎜　　　　　 　 2,500円
　　30㎜　　　　　 　 3,800円
　　40㎜　　　　　 　 4,800円
　　50㎜　　　　　 　 7,800円
　　75㎜　　　　　　 15,300円
　　100㎜　　　　　　32,600円
(2)超過料金（１�につき）
　　11～20�　　　　　  210円
　　21～30�　　　　　  230円
　　31�以上　　　　　  250円

3.富山地区簡易水道
(1)認可日　　昭和61年４月８日
(2)計画給水人口　 　　　530人
(3)１日最大給水量   133�／日
(4)給水区域
　　大字富山のうち字油畑、字仲組、字金谷、字石倉､字鷲子沢

4.大那地地区簡易水道
(1)認可日　　昭和63年12月27日
(2)計画給水人口 　　　　300人
(3)１日最大給水量    75�／日
(4)給水区域
　　大字大那地、大字大内のうち字大畑、字光崎の一部、
　　大字矢又のうち字高野の一部
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馬頭町
調整の具体的内容事務事業名

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

小川町

水道事業 (3)メーター使用料
　　13㎜　　　　　　　　 50円
　　20㎜　　　　　　　　 90円
　　25㎜　　　　　　　　120円
　　30㎜　　　　　　　　180円
　　40㎜　　　　　　　  250円
　　50㎜　　　　　　　  900円
　　75㎜　　　　　　　1,100円

2.臨時料金
　　１�につき　　　　　250円

3.消火栓料金
　　１栓10分間につき　1,500円

加入金
　給水装置の新設又は改造工事（メーターの口径を増す場合に
限る。）の申込者は、水道加入金を納付する。ただし、改造に
係る加入金の額は、新口径に対応する加入金と、旧口径に対応
する加入金の額との差額とする。
1.加入金の額（税込み）
  13mm以下　　　　　 63,000円
  20mm以下　　　　　 94,500円
  25mm以下　　　　　126,000円
  30mm以下　　　　　178,500円
  40mm以下　　　　　283,500円
  50mm以下　　　　　525,000円
  75mm以下　　　　　840,000円

(3)メーター使用料
　　該当なし

2.臨時料金
　　１�につき　　　　　250円

3.消火栓料金
　　１栓10分間につき　1,000円

加入金
　給水装置の新設又は改造工事（メーターの口径を増す場合に
限る。）の申込者は、水道加入金を納付する。ただし、改造に
係る加入金の額は、新口径に対応する加入金と、旧口径に対応
する加入金の額との差額とする。
1.加入金の額（税込み）
  13mm以下　　　　　 63,000円
  20mm以下　　　　　126,000円
  25mm以下　　　　　226,800円
  30mm以下　　　　　315,000円
  40mm以下　　　　　567,000円
  50mm以下　　　　　907,200円
  75mm以下　　　　1,575,000円
  100mm以下　 　　3,675,000円

　馬頭町の例によるも
のとする。
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馬頭町
調整の具体的内容事務事業名

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

小川町

水道事業

料金の徴収
　料金は、納入通知書（口座振替、直接納付）又は集金の方法に
より徴収する。
1.口座振替者
　奇数月28日に振替を実施
2.直接納付者
　奇数月15日に納入通知書を発送。納入期限は下記のとおり
　第１期（３月及び４月分）　　　　　　５月31日まで
　第２期（５月及び６月分）　　　　　　７月31日まで
　第３期（７月及び８月分）　　　　　　９月30日まで
　第４期（９月及び10月分）　　　　　　11月30日まで
　第５期（11月及び12月分）　　　　　　１月31日まで
　第６期（１月及び２月分）　　　　　　３月31日まで

手数料
1.給水装置工事の設計　　              １件につき  5,000円
2.指定給水装置工事事業者の指定        １件につき 15,000円
3.給水装置工事道路占用書類作成          　　該当なし
4.設計審査（材料の確認を含む。）      １回につき  1,000円
5.工事の検査　                        １回につき  2,000円
6.消防演習の立会　　                　１回につき  1,000円
7.給水装置の基準違反の確認　 　   　　１回につき  2,000円
8.各種証明書　　                 　 　１件につき　  200円

　現行のとおりとする
ものとする。

※口座振替日を２８日
に、また、納入期限を
統一するものとする。

　馬頭町の例によるも
のとする。

　現行のとおりとする
ものとする。

※検針実施時期につい
ては偶数月とするもの
とする。

料金の算定（検針）
　料金は、隔月の定例日にメーターの点検を行い、その日の属す
る月分及びその前月分として算定する。この場合における使用水
量は、各月均等に使用したものとする。
1.検針実施時期
　　偶数月
2.検針員
　　２名（個人）
3.検針内容
　　メーター指示数を確認後、ハンディーターミナルに指針を入
　力し、各家庭に使用料のお知らせ用紙を置いてくる。
4.検針件数（平成15年度末）
　　2,209件

手数料
1.給水装置工事の設計　　　　　　　 　 １件につき  5,000円
2.指定給水装置工事事業者の指定　　　  １件につき 15,000円
3.給水装置工事道路及び河川占用書類作成１件につき  5,000円
4.設計審査（材料の確認を含む。）　    １回につき　1,000円
5.工事の検査　　　　　　　　　　　　　１回につき　2,000円
6.消防演習の立会　　　　              １回につき　1,000円
7.給水装置の基準違反の確認　　 　     １回につき　2,000円
8.各種証明書　　                      １件につき　　400円

料金の算定（検針）
　料金は、定例日にメーターの点検を行い、その日の属する月
分及びその前月分として算定する。

1.検針実施時期
　　奇数月
2.検針員
　　11名（シルバー人材センター及び個人）
3.検針内容
　　メーター指示数を確認後、ハンディーターミナルに指針を
　入力し、各家庭に使用料のお知らせ用紙を置いてくる。
4.検針件数（平成15年度末）
　　3,939件

料金の徴収
　料金は、納入通知書（口座振替、直接納付）又は集金の方法
により徴収する。
1.口座振替者
　奇数月26日に振替を実施
2.直接納付者
　奇数月15日に納入通知書を発送、月末納入期限
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馬頭町
調整の具体的内容事務事業名

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

小川町

特定環境保全公共下水道事業
1.基本計画（昭和63年度）
(1)計画目標年次
(2)排除方式
(3)計画処理面積
(4)計画処理人口
(5)行政人口（平成27年度値）
(6)処理方法
(7)汚水施設計画
　汚水量（日最大）
　幹線管渠
　枝線管渠

2.認可計画（平成11年度）
(1)処理区名
(2)事業実施期間
(3)計画処理面積
(4)計画処理人口
(5)処理能力
(6)処理場面積

3.施設現況（平成14年度末）
(1)名称
(2)処理施設
(3)供用開始日

(4)下水道普及率
(5)水洗化率

平成27年度
分流式
84ha
 3,500人
10,000人
オキシデーションディッチ法

 1,800�／日
 1,810ｍ
20,080ｍ

小川処理区
昭和63年度～平成17年度
84ha
3,500人
1,800�／日
約1.1ha

小川町特定環境保全公共下水道
小川水処理センター
平成５年３月31日
　（全地域供用開始済み）
47.6％
77.7％

公共下水道事業
1.基本計画（平成８年度）
(1)計画目標年次
(2)排除方式
(3)計画処理面積
(4)計画処理人口
(5)行政人口（平成27年度値）
(6)処理方法
(7)雨水施設計画
　雨水幹線
(8)汚水施設計画
　汚水量（日最大）
　幹線管渠ｍ
　枝線管渠ｍ

2.認可計画（平成12年度）
(1)処理区名
(2)事業実施期間
(3)計画処理面積
(4)計画処理人口
(5)処理能力
(6)処理場面積

3.施設現況（平成14年度末）
(1)名称
(2)処理施設（建設中）
(3)供用開始日

(4)下水道普及率
(5)水洗化率

平成27年度
分流式
198ha
 6,200人
16,000人
オキシデーションディッチ法

   581ｍ

 4,000�／日
11,133ｍ
35,000ｍ

馬頭処理区
平成11年度～平成18年度
55ha
1,790人
1,000�／日
約1.7ha

馬頭町公共下水道
馬頭浄化センター（仮称）
（平成18年３月一部供用開始予
定）
0.0％
0.0％

　下水道事業について
は、現行のとおり新町
に引き継ぐものとす
る。

　合併時は現行のとお
りとし、馬頭処理区の
供用開始後に速やかに
統一するものとする。

下水道使用料
　使用料の額は、毎使用月において使用者が排除した汚水の量に
応じ､下記により算定した額に100分の105を乗じて得た額とする｡
ただし、10円未満の端数については四捨五入する。
1.一般用（月額）
(1)基本料金　　　　　　　　　10�まで      　1,250円
(2)超過料金（1�につき）　　 11�～20�  　　　120円
　　　　　　　　　　　　　　 21�～30� 　 　　130円
　　　　　　　　　　　　　　 31�以上        　140円
2.臨時用　　　　　　　　　　　1�につき　　  　200円

下水道事業

下水道使用料
　供用開始　平成１８年３月予定
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馬頭町
調整の具体的内容事務事業名

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

小川町

下水道事業 汚水量の認定
1.水道水のみ使用の場合は、水道の使用水量とする。
2.井戸水のみ使用の場合は、世帯構成人員が３人以下のときは１
　人につき７�とし、３人を超えるときは、人員１人につき５�
　をそれに加算した水量とする。
3.水道水と井戸水の併用の場合は、2.の使用水量の２分の１と
　し、その使用水量に水道水の使用水量を加算した水量とする。

使用料の徴収
　使用料は、納入通知書（口座振替、直接納付）又は集金の方法
により徴収する。
1.口座振替者
　奇数月28日に振替を実施
2.直接納付者
　奇数月15日に納入通知書を発送、月末納入期限

手数料
1.排水設備の計画確認　　　　１件につき　　  500円
2.排水設備の検査　　　　　　１件につき　　  500円

受益者分担金
1.分担金の額
　１戸あたり　　　　150,000円
2.賦課及び徴収
(1)一括納付
(2)分割納付
　　各年度４期に分け５年間で徴収する。ただし、分割金額
　に 100円未満の端数が生じたときは、端数金額は最初の年
　度に合算する。
(3)分担金の納期
　第１期　５月１日～31日まで
　第２期　８月１日～31日まで
　第３期　11月１日～30日まで
　第４期　２月１日～末日まで
3.報奨金
　　受益者が供用開始後３年以内に下水道に加入し、一括納
　付したときは、分担金の額の15％を一括納付報奨金として
　交付する。
4.減免
　規定あり

汚水量の認定
　供用開始　平成１８年３月予定

　合併時は現行のとお
りとし、馬頭処理区の
供用開始後に速やかに
統一するものとする。

　現行のとおりとする
ものとする。

※合併後においても、
従前の処理区ごとに新
町に引き継ぐものとす
る。

　合併時は現行のとお
りとし、馬頭処理区の
供用開始後に速やかに
統一するものとする。

　合併時は現行のとお
りとし、馬頭処理区の
供用開始後に速やかに
統一するものとする。

使用料の徴収
　供用開始　平成１８年３月予定

受益者分担金
　供用開始　平成１８年３月予定

手数料
　該当なし
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馬頭町
調整の具体的内容事務事業名

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

小川町

下水道事業

農業集落排水
事業

農業集落排水事業
1.全体計画
(1)計画処理人口
(2)１日平均処理量
(3)時間最大処理量
(4)受益面積
(5)処理方式

(6)型式
(7)汚水施設計画
　処理施設
　構造
　建物面積
　敷地面積
　管路施設

2.施設現況（平成15年度末）
(1)名称

(2)処理区域

(3)供用開始日
(4)総人口普及率
(5)水洗化率

550人
148.5�／日
17.9�／時
16.3ha
連続流入間欠ばっ気方式

ＪＡＲＵＳ14型

１ヶ所
ＲＣ造
259.2㎡
11,740㎡
4,950ｍ

三輪水処理センター

大字三輪、大字恩田、大字東戸田
の一部
平成11年11月１日
5.4％
74.3％

水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子補給
1.融資あっせんの対象者
(1) 建築物の所有者又は占有者
(2) 町税、下水道受益者分担金及び下水道使用料を滞納していな
　い者
(3) 供用開始を公示した日から３年以内に改造工事を行う者
2.融資あっせんの限度額
(1) 改造工事１件につき　　　　　　　　　　　500,000円以内
(2) 同一世帯において２件以上又はアパート等の改造工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　800,000円以内
3.融資金の償還方法
　　融資を受けた日の属する月の翌月から50月以内の毎月元
　金均等償還
4.利子補給
　　融資金の利子は町が負担利子交付は年１回（３月）

　農業集落排水事業に
ついては、現行のとお
り新町に引き継ぐもの
とし、事業会計につい
ては合併時に統一する
ものとする。

　合併時は現行のとお
りとし、馬頭処理区の
供用開始後に速やかに
統一するものとする。

950人
257�／日
30.9�／時
33ha
流量調整槽、嫌気ろ床及び接触
ばっ気を組み合わせた方式
ＪＡＲＵＳⅢ型２系列

１ヶ所
ＲＣ造
179㎡
1,323㎡
5,527ｍ

北向田地区農業集落排水処理施
設
大字北向田、大字和見字岩下

平成７年10月１日
3.9％
90.0％

水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子補給
　該当なし

農業集落排水事業
1.全体計画
(1)計画処理人口
(2)１日平均処理量
(3)時間最大処理量
(4)受益面積
(5)処理方式

(6)型式
(7)汚水施設計画
　処理施設
　構造
　建物面積
　敷地面積
　管路施設

2.施設現況（平成15年度末）
(1)名称

(2)処理区域

(3)供用開始日
(4)総人口普及率
(5)水洗化率
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馬頭町
調整の具体的内容事務事業名

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

小川町

農業集落排水
事業

汚水量の認定
1.　水道水のみ使用の場合は、水道の使用水量とする。
2.　井戸水のみ使用の場合は、世帯構成人員が３人以下のときは
　１人につき７�とし、３人を超えるときは、人員１人につき５
　�をそれに加算した水量とする。
3.　水道水と井戸水の併用の場合は、2.の使用水量の２分の１と
　し、その使用水量に水道水の使用水量を加算した水量とする。

使用料の徴収
　使用料は、納入通知書（口座振替、直接納付）又は集金の方法
により徴収する。
1.口座振替者
　奇数月28日に振替を実施
2.直接納付者
　奇数月15日に納入通知書を発送、月末納入期限

処理施設使用料
　使用料の額は、毎使用月において均等割額及び人数割額の合計
額とし、１使用者につき下記により算定した額に100分の105を乗
じて得た額とする。
1.均等割額（月額）　　　１使用者あたり    2,000円
2.人数割額（月額）　　　１人あたり　　　　  400円

使用料の徴収
　使用料は、納入通知書（口座振替、直接納付）又は集金の方法
により徴収する。
1.口座振替者
　毎月20日に振替を実施
2.直接納付者
　毎月10日に納入通知書を発送、月末納入期限

処理施設使用料
　使用料の額は、毎使用月において使用者が排除した汚水の量に
応じ、下記により算定した額に100分の105を乗じて得た額とす
る。ただし、10円未満の端数については四捨五入する。
1.一般用
(1)基本料金（月額）　      　10�まで      　1,250円
(2)超過料金（１�につき）　　11�～20�    　　120円
　　                         21�～30�　  　　130円
　                         　31�以上        　140円
2.臨時用　                    1�につき　　 　 200円

　合併時は現行のとお
りとし、合併後、速や
かに統一するものとす
る。

　合併時は現行のとお
りとし、合併後、速や
かに統一するものとす
る。

汚水量の認定
　該当なし

　水道料金の徴収の例
によるものとする。
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馬頭町
調整の具体的内容事務事業名

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

小川町

農業集落排水
事業

手数料
1.排水設備の計画確認　　　　１件につき  500円
2.排水設備の検査    　　　　１件につき　500円

水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子補給
1.融資あっせんの対象者
(1) 建築物の所有者又は占有者
(2) 町税、受益者分担金及び処理施設使用料を滞納していない者
(3) 供用開始を公示した日から３年以内に改造工事を行う者
2.融資あっせんの限度額
(1) 改造工事１件につき　       　500,000円以内
(2) 同一世帯において２件以上又はアパート等の改造工事
                             　　800,000円以内
3.融資金の償還方法
　　融資を受けた日の属する月の翌月から50月以内の毎月元金均
  等償還
4.利子補給
　　融資金の利子は町が負担　　利子交付は年１回（３月）

受益者分担金
1.分担金の額
　１排水設備あたり 　　 400,000円
2.賦課及び徴収
(1)一括納付
(2)分割納付
(3)分担金の納期　　毎年度末日まで
3.報奨金
　制度なし
4.減免
　規定あり

受益者分担金
1.分担金の額
　１戸あたり　　　　　　150,000円
2.賦課及び徴収
(1)一括納付
(2)分割納付
　　各年度４期に分け５年間で徴収する。ただし、分割金額に
  100円未満の端数が生じたときは、端数金額は最初の年度に合
　算する。
(3)分担金の納期
　第１期　５月１日～31日まで
　第２期　８月１日～31日まで
　第３期　11月１日～30日まで
　第４期　２月１日～末日まで
3.報奨金
　　受益者が供用開始後３年以内に農業集落排水に加入し、一括
　納付したときは、分担金の額の15％を一括納付報奨金として交
　付する。
4.減免
　規定あり

　合併時は現行のとお
りとし、合併後、下水
道事業に合わせ統一す
るものとする。

　現行のとおりとする
ものとする。

※合併後においても、
従前の処理区ごとに新
町に引き継ぐものとす
る。

　合併時は現行のとお
りとし、合併後、下水
道事業に合わせ統一す
るものとする。

手数料
1.排水設備の計画確認　  　　　無料
2.排水設備の検査      　　　　無料

水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子補給
　該当なし
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馬頭町
調整の具体的内容事務事業名

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

小川町

合併処理浄化
槽設置整備事
業費補助

   

1.対象区域
　　公共下水道事業認可区域及び農業集落排水事業区域を除
　く馬頭町行政区域全域

2.補助金の交付
　　対象区域内において、専用住宅（主に居住の用に供する
　建物、又は延べ面積の２分の１以上を居住の用に供する建
　物）に処理対象人員50人以下の合併処理浄化槽を設置する
　者に対し、補助金を交付する｡

3.補助金額
　　５人槽　　　　　354,000円
　　６～７人槽　　　411,000円
　　８～10人槽　　　519,000円
　　11～50人槽　　　519,000円

1.対象区域
　　特定環境保全公共下水道事業処理区域及び農業集落排水
　事業処理区域を除く小川町行政区域全域

2.補助金の交付
　　対象区域内において、専用住宅（主に居住の用に供する
　建物、又は延べ面積の２分の１以上を居住の用に供する建
　物）及び自治会公民館に処理対象人員50人以下の合併処理
　浄化槽を設置する者に対し、補助金を交付する。

3.補助金額
　　５人槽　　　　　354,000円
　　６～７人槽　　　411,000円
　　８～10人槽　　　519,000円
　　11～50人槽　　　519,000円

手数料
1.排水設備指定工事店指定　　　　１件につき   10,000円
2.排水設備指定工事店継続指定　　１件につき　 10,000円

　対象区域及び補助金
額については､現行の
とおりとするものとす
る。
　ただし、補助金の交
付については小川町の
例によるものとする。

　小川町の例によるも
のとする。

排水設備指定
工事店指定手
数料（下水道
事業、農業集
落排水事業）

手数料
1.排水設備指定工事店指定　　    　　無料
2.排水設備指定工事店継続指定　　　　無料
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協議第４４号 

 

   学校教育事業について（協定項目２５－１７） 

 

学校教育事業について、次のとおり提案する。 

 

１．幼稚園については、次のとおりとする。 

 (1) 町立幼稚園については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

 (2) 休業日及び保育時間等については、現行のとおり新町に引き継ぐものとす

る。なお、年度末及び年度始休業日は３月２５日から４月７日までとし、保

育時間は午前９時から午後２時３０分までとするものとする。 

 (3) 保育料については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から月額 8,000

円とするものとする。 

 (4) 幼稚園就園奨励費補助については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度

から小川町の例によるものとする。 

 (5) 幼稚園第二子等保育料減免事業については、合併年度は現行のとおりとし、

翌年度から小川町の例によるものとする。 

２．学校教育等については、次のとおりとする。 

 (1) 町立小・中学校及び通学区域については、現行のとおり新町に引き継ぐも

のとする。 

 (2) 要保護及び準要保護児童生徒就学援助費については、現行のとおり新町に

引き継ぐものとする。なお、支給時期は、翌年度から小川町の例を基本とし、

調整するものとする。 

 (3) 特殊教育就学奨励費については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

なお、支給時期は、翌年度から小川町の例によるものとする。 

 (4) 奨学資金の貸与については、合併時までに調整し、統一するものとする。 

 (5) 児童生徒健康診断業務については、馬頭町の例を基本とし、合併時までに

調整するものとする。 

 (6) 通学費補助については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から馬頭町

の例を基本とし、調整するものとする。 

 (7) 外国語指導助手については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

 (8) 学校給食については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、統合等を視

野に入れ、合併後、速やかに調整するものとする。 

 

平成１７年１月６日提出 

  馬頭町・小川町合併協議会会長 川 崎 和 郎 
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専門部会名　　教育

幼稚園 １．幼稚園数
　　町立幼稚園　　１園（小川幼稚園）

２．定員及び入園児童数
(1) 定員数　　　　８５名　　内訳　３歳児　　１５名
　　　　　　　　　　　　　　　　　４歳児　　３５名
　　　　　　　　　　　　　　　　　５歳児　　３５名
(2) 入園児童数　　６５名　　内訳　３歳児　　１９名
　　　　　　　　　　　　　　　　　４歳児　　２４名
　　　　　　　　　　　　　　　　　５歳児　　２２名

　現行のとおり新町に引き継
ぐものとする。

　馬頭町・小川町合併協議会の調整方針

１．幼稚園については、次のとおりとする。
　(1) 町立幼稚園については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　(2) 休業日及び保育時間等については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、年度末及び年度始休業日は３月２５日から
　　４月７日までとし、保育時間は午前９時から午後２時３０分までとするものとする。
　(3) 保育料については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から月額8,000円とするものとする。
　(4) 幼稚園就園奨励費補助については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から小川町の例によるものとする。
　(5) 幼稚園第二子等保育料減免事業については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から小川町の例によるものとする。
２．学校教育等については、次のとおりとする。
　(1) 町立小・中学校及び通学区域については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　(2) 要保護及び準要保護児童生徒就学援助費については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、支給時期は、翌年度から
　　小川町の例を基本とし、調整するものとする。
　(3) 特殊教育就学奨励費については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、支給時期は、翌年度から小川町の例によるも
　　のとする。
　(4) 奨学資金の貸与については、合併時までに調整し、統一するものとする。
　(5) 児童生徒健康診断業務については、馬頭町の例を基本とし、合併時までに調整するものとする。
　(6) 通学費補助については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から馬頭町の例を基本とし、調整するものとする。
　(7) 外国語指導助手については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　(8) 学校給食については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、統合等を視野に入れ、合併後、速やかに調整するものとする。

調整の具体的内容

２５　各種事務事業の取扱い ２５－１７　学校教育事業

　　　　　　学校教育
分科会名　　幼稚園
　　　　　　給食センター

協　議　事　項

調整の方針

小川町

関連項目

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

１．幼稚園数
　　町立幼稚園　　１園（ひばり幼稚園）

２．定員及び入園児童数
(1) 定員数　　　１２０名
(2) 入園児童数　　６９名　　内訳　４歳児　　４３名
　　　　　　　　　　　　　　　　　５歳児　　２６名
　　※平成１７年度から３歳児保育を開始予定
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調整の具体的内容
小川町

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

休業日及び保育
時間等

保育料

幼稚園就園奨励
費

１．休業日
　①国民の祝日
　②日曜日及び土曜日
　③夏季休業日（7月21日から8月31日までの42日間）
　④冬季休業日（12月26日から1月7日までの13日間）
　⑤年度末及び年度始休業日（3月25日から4月8日までの
　　　　　　　　　　　　　　15日間）
２．保育時間
  　　午前９時から午後２時３０分まで
３．預かり保育
　　　　原則として無であるが、学校行事･冠婚葬祭･通院
　　　等で家族に急用ができ、降園後平常どおりの家庭保
　　　育が出来ない場合に預かる。

　　月額　　　８，０００円
　（年額　　９６，０００円）

１．目　的
　　幼稚園教育の振興に資するため、本町に住所を有し、
　公・私立幼稚園に就園する満３・４・５歳児の保護者の
　負担の格差是正を図る。
２．内　容
(1) 公立幼稚園
　①補助対象就園奨励事業
　　　　公立幼稚園の設置者が徴収する保育料を幼児の属
　　　する世帯の状況に応じて減免する事業
　②支給要件及び補助限度額（年額）
　　ア．生活保護法の規定による保護を受けている世帯
　　イ．当該年度に納付すべき市町村民税が非課税となる
　　　　世帯
　　ウ．当該年度に納付すべき市町村民税の所得割が非課
　　　　税となる世帯
　　上記ア、イ，ウとも
　　　第１子　　　　20,000円
　　　第２子　　　　37,000円
　　　第３子以降　　53,000円

１．目　的
　　幼稚園教育の振興に資するため、本町に住所を有し、
　私立幼稚園に就園する満３・４・５歳児の保護者の負
　担の格差是正を図る。
２．内　容
(1) 公立幼稚園
　　　該当なし

　現行のとおり新町に引き継
ぐものとする。なお、年度末
及び年度始休業日は３月２５
日から４月７日までとし、保
育時間は午前９時から午後２
時３０分までとするものとす
る。

　合併年度は現行のとおりと
し、翌年度から月額8,000円と
するものとする。

　合併年度は現行のとおりと
し、翌年度から小川町の例に
よるものとする。

１．休業日
　①国民の祝日
　②日曜日及び土曜日
　③夏季休業日（7月21日から8月31日までの42日間）
　④冬季休業日（12月26日から1月7日までの13日間）
　⑤年度末及び年度始休業日（3月25日から4月7日までの
　　　　　　　　　　　　　　14日間）
２．保育時間
  　　午前９時から午後２時まで
３．預かり保育
　　　　原則として無であるが、学校行事･冠婚葬祭･通院
　　　等で家族に急用ができ、降園後平常どおりの家庭保
　　　育が出来ない場合に預かる。

　　月額　　　９，０００円
　（年額　１０８，０００円）57



調整の具体的内容
小川町

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

幼稚園第二子等
保育料減免事業

１．目　的
　　子育てにかかる経済的負担の軽減と少子化対策に寄与
　する。
２．内　容
　　私立幼稚園に同時に２人以上に就園させている場合の
　保育料の保護者負担について第二子について１／２、第
　三子以降について１／１０に軽減する事業

　合併年度は現行のとおりと
し、翌年度から小川町の例に
よるものとする。

(2) 私立幼稚園
　　①補助対象就園奨励事業
　　　　　私立幼稚園の設置者が徴収する入園料、保育料
　　　　を幼児の属する世帯の状況に応じて減免する事業
　　②支給要件及び補助限度額（年額）
　　　ア．生活保護世帯及び市町村民税非課税世帯
　　　　　　第１子　　　137,700円
　　　　　　第２子　　　180,000円
　　　　　　第３子以降　222,000円
　　　イ．市町村民税所得割非課税世帯
　　　　　　第１子　　　104,900円
　　　　　　第２子　　　157,000円
　　　　　　第３子以降　209,000円
　　　ウ．市町村民税所得割8,800円以下の世帯
　　　　　　第１子　　　 80,400円
　　　　　　第２子　　　141,000円
　　　　　　第３子以降　200,000円
　　　エ．市町村民税所得割102,100円以下の世帯
　　　　　　第１子　　　 56,500円
　　　　　　第２子　　　124,000円
　　　　　　第３子以降　190,000円
　　　オ．市町村民税の所得割が102,100円を超える世帯
　　　　　（町単独で補助している）
　　　　　　第１子　　　　5,000円
　　　　　　第２子　　　　5,000円
　　　　　　第３子以降　　5,000円

該当なし

(2) 私立幼稚園
　　①補助対象就園奨励事業
　　　　　私立幼稚園の設置者が徴収する入園料、保育料
　　　　を幼児の属する世帯の状況に応じて減免する事業
　　②支給要件及び補助限度額（年額）
　　　ア．生活保護世帯及び市町村民税非課税世帯
　　　　　　第１子　　　137,700円
　　　　　　第２子　　　180,000円
　　　　　　第３子以降　222,000円
　　　イ．市町村民税所得割非課税世帯
　　　　　　第１子　　　104,900円
　　　　　　第２子　　　157,000円
　　　　　　第３子以降　209,000円
　　　ウ．市町村民税所得割8,800円以下の世帯
　　　　　　第１子　　　 80,400円
　　　　　　第２子　　　141,000円
　　　　　　第３子以降　200,000円
　　　エ．市町村民税所得割102,100円以下の世帯
　　　　　　第１子　　　 56,500円
　　　　　　第２子　　　124,000円
　　　　　　第３子以降　190,000円
　　　オ．市町村民税の所得割が102,100円を超える世帯
　　　　　該当なし
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調整の具体的内容
小川町

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

町立小･中学校
の学級数等

通学区域 各学校の通学区域は別紙資料のとおり

　現行のとおり新町に引き継
ぐものとする。

１．学級数及び児童生徒数（平成16年5月1日現在）
(1) 小学校
　①小川小学校　　１１学級　　２７７名
　②薬利小学校　　　６学級　　　６６名
　③南小学校　　　　６学級　　　８０名

(2) 中学校
　①小川中学校　　　９学級　　２４１名

　通学区域については、現行
のとおりとするものとする。

各学校の通学区域は別紙資料のとおり

１．学級数及び児童生徒数（平成16年5月1日現在）
(1) 小学校
　①武茂小学校　　　６学級　　　５６名
　②馬頭小学校　　１４学級　　３３１名
　③健武小学校　　　５学級　　　６３名
　　　　（複式学級　１学級）
　④和見小学校　　　４学級　　　３５名
　　　　（複式学級　２学級）
　⑤大内小学校　　　６学級　　　５６名
　⑥谷川小学校　　　４学級　　　３９名
　　　　（複式学級　２学級）
　⑦大山田小学校　　５学級　　　５６名
　　　　（複式学級　１学級）
　⑧馬頭西小学校　　６学級　　　８８名

(2) 中学校
　①馬頭中学校　　１０学級　　３４８名
　②馬頭東中学校　　３学級　　　９２名

　　※「馬頭町立学校整備検討委員会」を設置し、適正な
　　　学校施設のあり方を検討中
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調整の具体的内容
小川町

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

要保護及び準要
保護児童生徒就
学援助費

１．目　的
　　経済的理由によって就学困難と認められる児童生徒の
　保護者に対して、必要な援助を与え、義務教育の円滑な
　実施を図る。
２．内　容
(1) 対象者
　　　要保護及び準要保護児童生徒
(2) 支給対象となる費目及び支給時期
　①学用品費　　　　年２回（6月･11月）
　　　小学生　11,100円
　　　中学生　21,700円
　②通学用品費　　　年２回（6月･11月）
　　　小学生　 2,170円
　　　中学生　 2,170円
　③校外活動費　　　年２回（6月･11月）
　　　小学生　（泊無）1,510円　（泊有）3,470円
　　　中学生　（泊無）2,180円　（泊有）5,840円
　④給食費　　　　　年２回（6月･11月）
　　　小学生　48,400円
　　　中学生　55,000円
　⑤新入学学用品費　年１回（6月）
　　　小学生　19,900円
　　　中学生　22,900円
　⑥修学旅行費　　　年１回（11月）
　　　小学生　20,600円限度
　　　中学生　55,900円限度
　
　　　※支給額は、国の基準どおり

１．目　的
　　経済的理由によって就学困難と認められる児童生徒の
　保護者に対して、必要な援助を与え、義務教育の円滑な
　実施を図る。
２．内　容
(1) 対象者
　　　要保護及び準要保護児童生徒
(2) 支給対象となる費目及び支給時期
　①学用品費　　　　年３回（7月･12月･2月)
　　　小学生　11,100円
　　　中学生　21,700円
　②通学用品費　　　年３回（7月･12月･2月）
　　　小学生　 2,170円
　　　中学生　 2,170円
　③校外活動費　　　年３回（7月･12月･2月）
　　　小学生　（泊無）1,510円　（泊有）3,470円
　　　中学生　（泊無）2,180円　（泊有）5,840円
　④給食費　　　　　年３回（7月･１2月･2月）
　　　小学生　45,100円
　　　中学生　52,800円
　⑤新入学学用品費　年１回（7月）
　　　小学生　19,900円
　　　中学生　22,900円
　⑥修学旅行費　　　年１回（7月）
　　　小学生　20,600円限度
　　　中学生　55,900円限度
　
　　　※支給額は、国の基準どおり

　現行のとおり新町に引き継
ぐものとする。なお、支給時
期は、翌年度から小川町の例
を基本とし、調整するものと
する。
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調整の具体的内容
小川町

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

特殊教育就学奨
励費

１．目　的
　　小中学校の特殊学級への就学の特殊事情にかんがみ、
　児童・生徒の就学による保護者等の経済的負担を軽減
　し、もって特殊教育の普及奨励を図る。
２．内　容
(1) 対象者
　　　特殊学級通学者
(2) 支給対象費目及び支給時期
　①学用品費　　　　年１回（11月）
　　　小学生　　　　5,550円
　　　中学生　　　 10,850円
　②通学用品費　　　年１回（11月）
　　　小学生　　　　1,085円
　　　中学生　　　　1,085円
　③校外活動費　　　年１回（11月）
　　　小学生（泊無）　755円
　　　　　　（泊有）1,735円
　　　中学生（泊無）1,090円
　　　　　　（泊有）2,920円
　④給食費　　　　　年１回（11月）
　　　小学生　　　 24,200円
　　　中学生　 　　27,500円
　⑤新入学学用品費　年１回（11月、新1年生のみ）
　　　小学生　 　　 9,950円
　　　中学生　 　　11,450円
　⑥修学旅行費　　　年１回（11月）
　　　小学生　　　 10,300円限度
　　　中学生　　　 27,950円限度

　　　※支給額は、国の基準どおり

１．目　的
　　小中学校の特殊学級への就学の特殊事情にかんがみ、
　児童・生徒の就学による保護者等の経済的負担を軽減
　し、もって特殊教育の普及奨励を図る。
２．内　容
(1) 対象者
　　　特殊学級通学者
(2) 支給対象費目及び支給時期
　①学用品費　　　　年３回（7月･12月・2月）
　　　小学生　 　　 5,550円
　　　中学生　　　 10,850円
　②通学用品費　　　年３回（7月･12月・2月）
　　　小学生　 　　 1,085円
　　　中　　　　　　1,085円
　③校外活動費　　　年３回（7月･12月・2月）
　　　小学生（泊無）　755円
　　　　　　（泊有）1,735円
　　　中学生（泊無）1,090円
　　　　　　（泊有）2,920円
　④給食費　　　　　年３回（7月･12月・2月）
　　　小学生　　　 22,550円
　　　中学生　　　 26,950円
　⑤新入学学用品費　年１回（7月、新1年生のみ）
　　　小学生　 　　 9,950円
　　　中学生　　　 11,450円
　⑥修学旅行費　　　年１回（実施学期末）
　　　小学生　　　 10,300円限度
　　　中学生　　 　27,950円限度

　　　※支給額は、国の基準どおり

　現行のとおり新町に引き継
ぐものとする。なお、支給時
期は、翌年度から小川町の例
によるものとする。
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調整の具体的内容
小川町

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

奨学資金の貸与

児童生徒健康診
断業務

１．目　的
　　児童、生徒並びに職員の健康の保持増進を図り、学校
　教育の円滑な実施とその成果の確保に資することを目的
　とする。
２.内　容
(1) 検診・検査
　①内科検診・歯科検診
　　　小学校全学年・中学生全学年
　②心臓検診（１，２次方式）
　　　小学校１年生・中学校１年生
　③寄生虫卵検査
　　　小学校１年生～３年生
　④腎臓検診
　　　小学校全学年・中学校全学年
　⑤血液検査（貧血検査・総コレステロール量）
　　　小学校６年生・中学校３年生

１．目　的
　　児童、生徒並びに職員の健康の保持増進を図り、学校
　教育の円滑な実施とその成果の確保に資することを目的
　とする。
２.内　容
(1) 検診・検査
　①内科検診・歯科検診
　　　小学校全学年・中学生全学年
　②心臓検診（１，２次方式）
　　　小学校１年生・中学校１年生
　③寄生虫卵検査
　　　小学校１年生～３年生
　④尿検査（蛋白・糖・潜血）
　　　小学校全学年・中学校全学年
　⑤フッ素塗布
　　　小学校全学年
　
　※　血液検査は保健福祉課（小児生活習慣病検診）で
　　小学校4年生、中学校1年生を対象に実施している。

１．目的
　　教育の機会均等の趣旨に基づいて能力があるにもかか
　わらず経済的理由により修学困難な者に対し、学資を貸
　与して有用な人材を育成する。
２．内　容
(1) 対象者
　　　経済的理由により修学困難な者
(2) 貸与額
　①高校生　　一人月額10,000円
　②大学生　　一人月額30,000円
(3) 返還期間等
　　　卒業後２０年以内に年賦に返還
(4) 実施主体
　　　財団法人馬頭町奨学会

１．目　的
　　教育の機会均等の趣旨に基づいて能力があるにもかか
　わらず経済的理由により修学困難な者に対し、学資を貸
　与して有用な人材を育成する。
２．内　容
(1) 対象者
　　　経済的理由によって修学困難な者
(2)貸与額
　①高校生等　　　　　　一人月額13,000円
　②短期大学、大学生等　一人月額25,000円
(3) 返還期間等
　　　貸与期間の２倍に相当する期間内に半年賦により
　　　返還
(4) 実施主体
　　　町

　合併時までに調整し、統一
するものとする。
(1) 対象者
　　現行のとおりとする。
(2) 貸与額
　①高校生等　　13,000円
　②大学生等　　30,000円
(3) 返還期間等
　　卒業後20年以内に年賦に
　　より返還。
(4) 実施主体
　　合併時までに調整する。

　馬頭町の例を基本とし、合
併時までに調整するものとす
る。
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調整の具体的内容
小川町

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

通学費補助

外国語指導助手

　合併年度は現行のとおりと
し、翌年度から馬頭町の例を
基本とし、調整するものとす
る。

　現行のとおり新町に引き継
ぐものとする。

１．目　的
　　中学校等の英語指導助手として英語教育の効率化を図
　ると共に、国際理解を深める一助とする。
２．内　容
(1) 契約期間
　　　１年ごとで３年まで延長可
　　　平成16年７月26日～平成17年７月25日
(2) 指導
　　　町内２中学校を交代で英語の授業の補助をする。
(3) 配置数
　　　外国語指導助手　１名

１．目　的
　　中学校等の英語指導助手として英語教育の効率化を図
　ると共に、国際理解を深める一助とする。
２．内　容
(1) 契約期間
　　　１年ごとで３年まで延長可
　　　平成16年７月26日～平成17年７月25日
(2) 指導
　　　町内中学校で英語の授業の補助をする。
(3) 配置数
　　　外国語指導助手　１名

１．目　的
　　児童生徒のうち、通学者（小学生についてはバス通学
　者をいい、中学生については６ｋｍ以上の距離を通学す
　る者をいう。）に対しその通学費の全額又は一部を補助
　し、保護者の負担軽減を図る。
２．内　容
【小学生】
　(1) 対象者
　　　　バス通学の児童
　(2) 補助額等
　　　　バス料金の全額を補助

【中学生】
　(1) 対象者
　　　　６km以上の距離を通学する生徒
　(2) 補助額等
　　①バス通学者は料金の100分の60の額を補助
　　②自転車通学者は年額15,000円を補助

１．目　的
　　遠距離通学をする児童に対し、通学費の一部を補助
　し、保護者の負担の軽減を図る。

２．内　容
【小学生】
　(1) 対象者
　　　　４km以上の距離を通学する児童
　(2) 補助額等
　　①バス通学者は定期券購入額の３分の１の額を補助
　　②上記以外の通学者は、月額1,500円を補助
【中学生】
　　該当なし
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調整の具体的内容
小川町

事務事業名
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町

学校給食 １．目　的
　　児童生徒の心身の健全な発達と健康増進に寄与するた
　め、栄養のバランスに考慮した学校給食を提供する。
２．内　容
(1) 学校給食
　①完全給食　週５日
　②調理方式
　　　共同調理場方式(直営）
　　　ウェットシステム
　③給食形態
　　　パン給食　　２回
　　　米飯給食　　３回（自校炊飯）
　④給食費
　　　小学校　4,100円／月
　　　中学校　4,800円／月
　　　幼稚園　2,700円／月
(2) 施設状況
　　　小川町学校給食センター
　　　・設置年　　昭和55年建築
　　　・給食人員　　小学校　　469食
　　　　　　　　　　中学校　　263食
　　　　　　　　　　幼稚園　 　72食
　　　　　　　　　　　計　　　804食

　学校給食センターについて
は、現行のとおり新町に引き
継ぐものとし、統合等を視野
に入れ、合併後、速やかに調
整するものとする。

１．目　的
　　児童生徒の心身の健全な発達と健康増進に寄与するた
　め、栄養のバランスに考慮した学校給食を提供する。
２．内　容
(1) 学校給食
　①完全給食　週５日
　②調理方式
　　　共同調理場方式(直営）
　　　ドライシステム
　③給食形態
　　　パン給食　　２回
　　　米飯給食　　３回（委託炊飯）
　④給食費
　　　小学校　4,400円／月
　　　中学校　5,000円／月
　
(2) 施設状況
　　　馬頭町学校給食センター
　　　・設置年　　平成３年建築
　　　・給食人員　　小学校　　838食
　　　　　　　　　　中学校　　477食
　　　　　　　　　　　計　　1,315食
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 別紙資料  

２町の小学校の通学区域（平成１６年５月１日現在） 

馬頭町 

学 校 名 通    学    区    域 特殊通学等 

武茂小学校 大字松野・大字富山 バス通学有 

馬頭小学校 大字馬頭・大字矢又・大字北向田・大字久那瀬 
スクールバス有 

バス通学有 

健武小学校 大字健武 バス通学有 

和見小学校 大字和見 スクールバス有 

大内小学校 大字大内・大字大那地 バス通学有 

谷川小学校 大字盛泉・大字谷川 バス通学有 

大山田小学校 大字大山田上郷・大字大山田下郷 バス通学有 

馬頭西小学校 大字小口・大字小砂 
スクールバス有 

バス通学有 

 

小川町 

学 校 名 通    学    区    域 特殊通学等 

小川小学校 
大字小川・大字吉田・大字片平・大字東戸田・大字三輪・大

字恩田 
バス通学有 

薬利小学校 大字薬利・大字芳井・大字浄法寺・大字小川の一部 バス通学有 

南 小 学 校 
大字谷田・大字白久・大字高岡・大字片平の一部・大字吉田

の一部 
 

 

 

２町の中学校の通学区域（平成１６年５月１日現在） 

馬頭町 

学 校 名 通    学    区    域 特殊通学等 

馬頭中学校 
大字松野・大字富山・大字馬頭・大字久那瀬・大字北向田・

大字矢又・大字健武・大字和見・大字小口・大字小砂 

自転車通学有 

バス通学有 

馬頭東中学校 
大字大内・大字大那地・大字盛泉・大字谷川・大字大山田上

郷・大字大山田下郷 
自転車通学有 

 

小川町 

学 校 名 通    学    区    域 特殊通学等 

小川中学校 小川町全域 自転車通学有 
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協議第４５号 

 

   社会教育事業について（協定項目２５－１８） 

 
社会教育事業について、次のとおり提案する。 

 
１．生涯学習事業については、次のとおりとする。 

 (1) 生涯学習推進計画については、合併後、速やかに策定するものとする。 

 (2) 生涯学習事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速

やかに調整するものとする。 

２．家庭教育学級等については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から馬頭町の

例を基本とし、調整するものとする。 

３．男女共同参画推進事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併

後、男女共同参画計画を策定し、事業推進に努めるものとする。 

４．成人式については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速やかに調

整するものとする。 

５．社会体育事業については、次のとおりとする。 

 (1) 社会体育施設については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、類

似する施設の開館時間等は、合併時までに調整するものとする。 

 (2) 町民体育祭等及び各種スポーツ大会等については、現行のとおり新町に引き継

ぐものとし、合併後、速やかに調整するものとする。 

６．文化振興事業については、次のとおりとする。 

 (1) 国、県及び町の指定文化財、美術館、郷土資料館等及びなす風土記の丘資料館

の管理受託については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

 (2) 文化祭については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速やかに

調整するものとする。 

７．公民館の設置運営及び事業については、次のとおりとする。 

 (1) 公民館については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、開館時間

等は、合併時までに調整するものとする。 

 (2) 公民館事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速や

かに調整するものとする。 

８．図書館等の設置運営及び事業については、次のとおりとする。 

 (1) 図書館等については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、開館時

間等は、合併時までに調整するものとする。 

 (2) 図書館事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速や

かに調整するものとする。 

９．コミュニティ施策については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から補助制

度を統一するものとする。 

 
平成１７年１月６日提出 
  馬頭町・小川町合併協議会会長 川 崎 和 郎 
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専門部会名　　教育 分科会名

生
涯
学
習
事
業

生涯学習推
進計画

　合併後、速やかに策定するも
のとする。

１．生涯学習事業については、次のとおりとする。
　(1) 生涯学習推進計画については、合併後、速やかに策定するものとする。
　(2) 生涯学習事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速やかに調整するものとする。
２．家庭教育学級等については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から馬頭町の例を基本とし、調整するものとする。
３．男女共同参画推進事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、男女共同参画計画を策定し、事業推進に努めるものと
　する。
４．成人式については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速やかに調整するものとする。
５．社会体育事業については、次のとおりとする。
　(1) 社会体育施設については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、類似する施設の開館時間等は、合併時までに調整するものと
　　する。
　(2) 町民体育祭等及び各種スポーツ大会等については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速やかに調整するものとする。
６．文化振興事業については、次のとおりとする。
　(1) 国、県及び町の指定文化財、美術館、郷土資料館等及びなす風土記の丘資料館の管理受託については、現行のとおり新町に引き継ぐもの
　　とする。
　(2) 文化祭については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速やかに調整するものとする。
７．公民館の設置運営及び事業については、次のとおりとする。
　(1) 公民館については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、開館時間等は、合併時までに調整するものとする。
　(2) 公民館事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速やかに調整するものとする。
８．図書館等の設置運営及び事業については、次のとおりとする。
　(1) 図書館等については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、開館時間等は、合併時までに調整するものとする。
　(2) 図書館事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、合併後、速やかに調整するものとする。
９．コミュニティ施策については、合併年度は現行のとおりとし、翌年度から補助制度を統一するものとする。

事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

調整の方針

馬頭町 小川町

　馬頭町・小川町合併協議会の調整方針

　　社会教育・文化
　　図書館・社会体育

協 議 事 項 ２５　各種事務事業の取扱い 関連項目 ２５－１８　社会教育事業

【馬頭町生涯学習推進計画】
１．内　容
(1) 策定年度　平成８年度
(2) 計画期間　平成13年度～平成17年度（二期計画）
(3) 基本目標　｢生涯学び続ける町民の育成を目指して｣
(4) 推進体制
　①町生涯学習推進協議会
　②町生涯学習推進本部
　③町生涯学習推進幹事会

【小川町生涯学習推進計画】
１．内　容
(1) 策定年度　平成13年度
(2) 計画期間　平成14年度～平成17年度
(3) 基本目標　｢まほろば活躍びと“わがおがわ“の創造｣
(4) 推進体制
　①町生涯学習推進本部
　②町生涯学習推進委員会
　③まなびのおがわ検討会
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

生涯学習事
業

生
涯
学
習
事
業

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとし、合併後、速やかに調
整するものとする。

【生涯学習事業】
１．目　的
　　生涯学習に係る活動を実践する場を提供すること等
　により、住民一人ひとりの生涯学習への意欲を高める
　とともに、学習活動への参加を促進して生涯学習の一
　層の振興を図る。
２．内　容
(1) 生涯学習振興大会
(2) 生涯学習情報誌「まなびの森」（毎年4月に発行）

【生涯学習事業】
１．目　的
　　生涯学習に係る活動を実践する場を提供すること等
　により、住民一人ひとりの生涯学習への意欲を高める
　とともに、学習活動への参加を促進して生涯学習の一
　層の振興を図る。
２．内　容
(1) 講演会
(2) 生涯学習フェスティバルⅠ（秋）・Ⅱ（冬）
(3) 小川町生涯学習情報誌「まなびプラン」（平成14年
　　  4月に発行）

【出前講座】
１．目　的
　　町職員が各専門分野について、児童生徒に対して学
　校支援を行うことによって学習内容の理解をさらに深
　めてもらうとともに、視野の広い心豊かな子どもの育
　成を図る。
２．対　象
　　小・中学校の児童生徒
３．開催場所
　　小・中学校等
　　校外学習の会場
４．時間
　　平日（午前9時～午後5時）1～2時間程度
５．講座内容
　　小・中学校の教科、学校行事等の支援

【出前講座】
１．目　的
　　生活・趣味・文化・教養一般・町政・教育など町民
　の要請に応じ、いつでも・どこでも・気軽にをモット
　ーにあらゆる学習活動へ協力者として登録された講師
　を派遣する。
２．対　象
　　５～10人程度の団体・グループ
３．場所
　　指定された場所
４．時　間
　　希望の時間
５．講座内容
　　いろいろな分野
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

家庭教育学
級等

家
庭
教
育
事
業

【家庭教育学級】
１．目　的
　　親等が家庭教育に関する学習を一定期間にわたって
　計画的継続的、かつ集団的に行うことを目的とする。

２．対　象
　　町が指定する小・中学校の保護者
　　（平成16年度は５校）
３．内　容
　　家庭教育学級運営委員会は、学級生代表と学校職員
　代表が年内行事を計画し、事業を実施
　　※親子緑化活動、人権講話、親子料理教室、芸術鑑
　　　賞会、奉仕活動など

【幼児教育学級】
１．目　的
　　幼児期の保護者に講話などにより親の果たす役割の
　重要性を認識させ、子どもたちの健やかな成長に資す
　ることを目的とする。
２．対　象
　　各保育所・幼稚園の保護者
３．内　容
　　「親の役割と責任」などの講話など

【家庭教育学級】
１．目　的
　　家庭・学校・地域社会がそれぞれの教育的役割を認
　識し、相互に協力し合い、その機能を十分発揮する機
　会として家庭教育学級を開催し、すべての親が平等に
　家庭教育について学習する機会を提供する。
２．対　象
　　町内幼稚園、保育所、各小・中学校の保護者

３．内容
　　学習内容については、各学校等で独自に実施

【幼児教育学級】
　該当なし

　合併年度は現行のとおりとし､
翌年度から馬頭町の例を基本と
し､調整するものとする。
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

男
女
共
同
参
画
事
業

男女共同参
画推進事業

成
人
式

成人式 　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとし、合併後、速やかに調
整するものとする。

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとし、合併後、男女共同参
画計画を策定し、事業推進に努
めるものとする。

１．目　的
　　近年、少子高齢化など社会情勢が急速に変化してい
　く中で、将来にわたって豊で活力のある社会を築くた
　めには、男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分
　かち合い、社会のあらゆる分野で参画する男女共同参
　画社会の実現が緊急課題となっている。そのため、各
　種学級・講座の開設や各種団体の事業に、関連事業を
　推進し、県等で主催する研修会や事業に積極的な参加
　を推進することにより、男女共同参画社会の形成を目
　指す。
２．内　容
(1) 女性団体等に補助金を交付し、関連事業推進を図る。
(2) 町主催の各種学級や講座等の開催時に、関連の内容
　　を盛り込む。
(3) 県等が主催する事業の参加を助成し、支援する。

１．目　的
　　近年、少子高齢化など社会情勢が急速に変化してい
　く中で、将来にわたって豊で活力のある社会を築くた
　めには、男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分
　かち合い、社会のあらゆる分野で参画する男女共同参
　画社会の実現が緊急課題となっている。そのため、各
　種学級・講座の開設や各種団体の事業に、関連事業を
　推進し、県等で主催する研修会や事業に積極的な参加
　を推進することにより、男女共同参画社会の形成を目
　指す。
２．内　容
(1) 情報提供
(2) セミナーの開催
(3) 関連事業の推進
(4) 県等が主催する事業の参加を支援

【ヒューマンセミナー】
１．年３回開催
２．企画運営委員12名により企画・運営を担当

１．目　的
　　大人になったことを自覚し、自己の行動に責任を持
　ち若い情熱と真心をもって、自ら生き抜こうとする若
　人を祝い励ますために開催する。
２．内　容
(1) 対象者
　　　現在町内に居住する新成人者及び過去に居住して
　　いた新成人者
(2) 開催日
　  　毎年１月第２日曜日
(3) 会　場
　　　総合福祉センター
(4) 主　催
　　　馬頭町

１．目　的
　　大人になったことを自覚し、自ら生き抜こうとする
　青年の門出を祝い励ますとともに、その将来の幸福を
　祈念する。
２．内　容
(1) 対象者
　　　町内中学校を卒業した新成人者及び現在町内に居
　　住する新成人者
(2) 開催日
　　　毎年１月第２日曜日
(3) 会　場
　　　総合福祉センター
(4) 主　催
　　　小川町・小川町教育委員会
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

社会体育施
設

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとする。なお、類似する施
設の開館時間等は、合併時まで
に調整するものとする。

社
会
体
育
事
業

【体育館】
１．総合体育館
２．馬頭西体育館
３．盛谷地区健康増進施設（盛谷体育館）
　上記３施設とも
(1) 開館時間
　　　午前9時～午後9時30分
(2) 休館日
　①毎週月曜日
　②12月28日～翌年1月4日

【体育館】
１．町民体育館
(1) 使用時間
　　　午前8時30分～午後9時30分
(2) 休館日
　　　12月28日～翌年1月3日

【運動場等】
１．緑化運動公園・庭球場
(1) 使用時間
　　　午前5時30分～午後7時
(2) 使用期間
　　　通年
２．浄法寺運動場
(1) 使用時間
　　　規定なし
(2) 使用期間
　　　通年

【夜間照明施設】
１．緑化運動公園夜間照明施設
(1) 使用時間
　　　日没～午後9時30分
(2) 利用月
　　　5月1日～10月31日

【運動場等】
１．町民運動場
　・町民グランド
　・那珂川グランド
２．林業者等健康増進施設（大山田グラウンド）
３．武茂グラウンド
　上記４ヶ所とも
(1) 使用時間
　　　午前6時～午後6時
(2) 使用期間
　　　通年

【夜間照明施設】
１．町民グランド夜間照明施設
２．大山田グランド夜間照明施設
３．武茂グランド夜間照明施設
　上記３施設とも
(1) 使用時間
　　　午後6時～午後10時
(2) 使用期間
　　　5月1日～10月31日
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

社
会
体
育
事
業

【プール】
１．町民プール
(1) 開場時間
　　　午前10時～午後6時45分
(2) 開設期間
　　　7月1日～9月10日のうち教育委員会が毎年定める。
(3) 使用時間
　　　第1回　午前10時～正午
　　　第2回　午後零時15分～午後2時15分
　　　第3回　午後2時30分～午後4時30分
　　　第4回　午後4時45分～午後6時45分

【武道館等】
１．武道館
(1) 開館時間
　　　午前8時30分～午後9時30分
(2) 休館日
　①毎週月曜日
　②12月28日～1月4日

【プール】
１．町民プール
(1) 開場時間
　　　午前9時30分～午後4時
(2) 開場期間
　　　7月1日～9月10日

【武道館等】
１．武道館
(1) 開館時間
　　　午前9時～午後9時30分
(2) 休館日
　①毎月第3日曜日
　②12月28日～翌年1月4日
２．弓道場
(1) 開館時間
　　　午前9時～午後9時
(2) 休場日
　①毎月第3日曜日
　②12月28日～翌年1月4日
３．御霊神社弓道場
(1) 開館時間
　　　午前8時～午後7時
(2) 休場日
　①毎月第3日曜日
　②12月28日～翌年1月4日
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

町民体育祭
等

社
会
体
育
事
業

【町民体育祭】
１．目的
　　広く町民各層の参加を得て、スポーツ・レクリェー
　ションの普及発展を図り、町民の健康保持増進と各地
　域の連帯感を深め、明朗で健全な生活向上に寄与する
　ものとする。
２．内容
(1) 実施方法
　　　自治会対抗競技として2年に1回実施
　　　（16年度実施）
(2) 会　場
　　　馬頭中学校校庭
(3) 種　目
　　　12種目
(4) 参加者
　　　居住している自治会より全年齢層
(5) 参加数
　　　17支部（1,200名）
(6) 実施主体
　　　町

【町民体育祭運動会】
１．目的
　　広く町民各層の参加を得て、スポーツ・レクリェー
　ションの普及発展を図り、町民の健康保持増進と各地
　域の連帯感を深め、明朗で健全な生活向上に寄与する
　ものとする。
２．内容
(1) 実施方法
　　　小川町行政区（14区）対抗競技として1部、2部制
　　　で実施
(2) 会　場
　　　小川町緑化運動公園
(3) 種　目
　　　14種目
(4) 参加者
　　　居住している行政区より全年齢層
(5) 参加数
　　　14行政区（1,900人）
(6) 実施主体
　　　町

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとし、合併後、速やかに調
整するものとする。
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

各種スポー
ツ大会等

社
会
体
育
事
業

【町（教委）主催事業】
１．ナイター野球大会
２．中学校アーチェリー大会

【体育指導委員会主催事業】
１．レクリェーション大会

【町(教委)･体育協会共催事業】
１．町民体育祭
２．野球大会
３．ゲートボール大会
４．ゴルフ大会
５．少年剣道大会
６．少年柔道大会
７．ゆりがねマラソン大会
８．町民駅伝競走大会
９．ソフトボール大会
10．スキー大会
11．町民綱引大会

【町(教委)･体育協会専門部共催事業】
１．ソフトバレーボール大会
２．あるけあるけ大会
３．町民登山
４．野球教室他７種目の教室を開催

【町(教委)･スポーツ少年団共催事業】
１．ソフトボール大会他２種目の大会を開催

【町(教委)･体育指導委員会共催事業】
１．キンボール講習会

【町（教委）主催事業】
１．ニュースポーツ大会（ソフトバレー）
２．ソフトバレー教室

【町(教委)･体育協会共催事業】
１．町民球技大会
２．おはようランニング
３．町民体育祭運動会
４．歩け歩け大会

【町(教委)･体育協会専門部共催事業】
１．町民ハイキング
２．町民スキー教室
３．町民ゴルフ大会
４．県北少年剣道大会

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとし、合併後、速やかに調
整するものとする。
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

指定文化財

文
化
振
興
事
業

【国指定史跡】　１件
　①唐御所横穴

【国登録文化財】　９件
　①飯塚家住宅新宅主屋
　②飯塚家住宅新宅文庫蔵
　③飯塚家住宅新宅中庭木戸
　④飯塚家住宅新宅石蔵
　⑤飯塚家住宅新宅表門及び塀
　⑥飯塚家住宅新宅裏門
　⑦飯塚家住宅本家離れ
　⑧飯塚家住宅本家表門
　⑨飯塚家住宅本家脇門

【国指定史跡】　３件
　①那須官衙遺跡
　②那須神田城跡
　③那須小川古墳群
　　・駒形大塚古墳
　　・吉田温泉神社古墳群
　　・那須八幡塚古墳群

【国登録文化財】
　該当なし

【県指定文化財】　１１件
１．彫刻
　①木造　延命地蔵菩薩坐像
　②木造　阿弥陀如来坐像
２．工芸品
　①刀銘　宇陽藩細川義規男正規造
　②五鈷杵
３．書籍
　①紺紙金字法華経
４．建造物
　①鷲子山上神社本殿・随神門付棟札
５．無形民俗
　①富山の佐々良舞
６.史跡
　①武茂城跡
７．天然記念物
　①馬頭院の枝垂栗
　②戸隠神社のイチョウ
　③北向田のケヤキ

【県指定文化財】　１件
１．工芸品
　①拾得の図鍔

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとする。
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

美術館 　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとする。

文
化
振
興
事
業

【馬頭町広重美術館】
　　平成12年11月3日に開館以来「広重のまちづくり」の
　核となる文化施設として運営

１．内容
(1) 休館日
　①月曜日
　②休日の翌日（この日が日曜日、土曜日又は休日であ
　　る場合を除く。）
　③年末年始（12月28日から翌年１月４日まで）
　④展示替え期間
(2) 開館時間
　　午前９時30分から午後５時まで
　　ただし、入館時間は午後４時30分まで

該当なし

【町指定文化財】　６７件
１．有形文化財
(1) 絵画　　　　　　　６件
(2) 彫刻　　　　　　　６件
(3) 工芸品　　　　　　６件
(4) 書跡　　　　　　１６件
(5) 考古資料　　　　１４件
(6) 歴史資料　　　　　３件
(7) 建築物　　　　　　２件

２．民俗文化財
(1) 有形民俗文化財　　２件

３．記念物
(1) 史跡　　　　　　　２件
(2) 名勝　　　　　　　１件
(3) 天然記念物　　　　９件

【町指定文化財】　８２件
１．有形文化財
(1) 絵画　　　　　　　　６件
(2) 彫刻　　　　　　　　６件
(3) 工芸品　　　　　　１３件
(4) 書跡　　　　　　　１８件
(5) 考古資料　　　　　　３件
(6) 建造物　　　　　　　５件

　
２．民俗文化財
(1) 有形民俗文化財　　１０件
(2) 無形民俗文化財　　　１件

３．記念物
(1) 史跡　　　　　　　１６件
(2) 天然記念物　　　　　４件
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

郷土資料館
等

文化祭

なす風土記
の丘資料館
の管理受託

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとする。

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとし、合併後、速やかに調
整するものとする。

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとする。

文
化
振
興
事
業

【馬頭町郷土資料館】
１．休館日
　①毎週月曜日
　②第３日曜日
　③国民の祝日（祝日が月曜に当たるときはその翌日）
　④年末年始（12月28日から翌年１月４日まで）
２．開館時間
　　午前９時から午後５時まで
　　ただし、10月１日から２月末日までは午後４時まで
３．開館
　　平成３年開館

【小川町郷土館】（民俗展示）
１．休館日
　　毎週土・日曜日、年末年始
２．開館時間
　　入館申込みにより開館
　　（午前９時から午後４時30分までの間）
３．開館
　　昭和52年開館
【小川町民俗資料館】（生活展示）
１．休館日
　　毎週月曜日、年末年始
２．開館時間
　　午前９時から午後４時30分まで
３．開館
　　平成３年開館
【中央公民館文化財展示室】（考古資料）
１．休館日
　　毎週土・日曜日、年末年始
２．開館時間
　　中央公民館開館時
３．開館
　　昭和52年開館

１．目的
　　文化芸術活動を通して、地域文化の振興と高揚を図
　る。町民の芸術作品の発表展示の場を提供し、文化の
　香る町づくりに貢献する。
２．内容
(1) 総合展
(2) 菊花展
(3) 邦楽民謡舞踊祭
(4) 歌謡祭

１．目的
　　優れた芸術文化の鑑賞及び発表の機会を提供し、芸
　術文化活動の振興を図る。

２．内容
(1) 展示部門－文芸・書道・絵画・写真・盆栽・華道な
　　　　　　　どの展示
(2) 発表部門－音楽祭・邦楽民謡舞踊祭・茶道等

該当なし 【なす風土記の丘資料館　小川館・湯津上館】
　 平成4年、歴史的、風土的特性をあらわす遺跡が数多
　く所在する地域の広域的保存と環境整備、また、それ
　に伴う歴史・考古・民俗資料の収蔵、展示のための中
　核施設として県が設置
１．内　容
　　指定管理者制度導入を見越して、小川町が平成16年
　４月から管理を受託している。
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

公民館

公民館事業
等

公
民
館
の
設
置
運
営
及
び
事
業

【公民館（条例による。）】
　馬頭町中央公民館
　（馬頭町山村開発センター）

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとし、合併後、速やかに調
整するものとする。

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとする。なお、開館時間等
は、合併時までに調整するもの
とする。

【公民館（条例による。）】
　小川町中央公民館

１．開館時間
(1) 午前8時30分～午後10時

２．休館日
(1) 毎月3日、13日、23日
(2) 12月29日～翌年1月3日

１．開館時間
 (1)午前8時30分～午後9時30分
　　（日曜日は午後5時まで）

２．休館日
(1) 12月28日～翌年1月3日

１．目　的
　　住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、
　生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与する。
２．内　容
　①親子わくわく塾
　②趣味の教室
　③写真や手芸、アクセサリー、切り絵等の教室
　④料理教室
　⑤囲碁教室
　⑥英会話教室
　⑦よい子の集い
　⑧シルバ－大学
　⑨写真教室
　⑩ＩＴ講習会

１．目　的
　　住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、
　生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与する。
２．内　容
　①文化講演会（小川中学校との共催）
　②いきいき大学
　③すくすくクラブ
　④放送利用講座
　⑤英会話教室
　⑥住民参画型講座（２講座）
　⑦優秀映画会

78



事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

図書館等

図書館事業

図
書
館
等
の
設
置
運
営
及
び
事
業

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとする。なお、開館時間等
は、合併時までに調整するもの
とする。

　現行のとおり新町に引き継ぐ
ものとし、合併後、速やかに調
整するものとする。

【図書館等】
　馬頭町立図書館
１．開館時間
(1) 火曜～金曜　　4月～10月　午前9時～午後6時
　　　　　　　　　11月～3月　午前9時～午後5時
(2) 土曜・日曜　　午前9時～午後5時
２．休館日
(1) 毎週月曜日
(2) 第３日曜日
(3) 国民の祝日
(4) 月末の１日
(5) 年末年始（８日間）
(6) 特別館内整理期間（年間15日以内）
３．貸出の対象
　　馬頭町内に居住または在勤、在学する者及び支障の
　ない範囲で館長が適当と認めた者とし、貸出カードの
　交付を受けた者
４．貸出冊数及び期間
(1) 貸出冊数
　①図書は1人5冊まで
　②ＡＶ資料は1人5点まで
(2) 貸出期間
　①14日以内

１．目　的
　　本を読む楽しさ、本の面白さを理解すると共に図書
　館のＰＲを目的とする。
２．内　容
　①文芸講演会
　②文学散歩
　③おはなし会（紙芝居と絵本の読み聞かせ）
　④親子読書教室
　⑤工作教室
　⑥人形劇公演
　⑦読書感想文コンクール
　⑧ボランティアの学習会
　⑨図書館ボランティア講座
　⑩読書会
　⑪ブックスタート

該当なし

【図書館等】
　小川町中央公民館図書室
１．開館時間
(1) 火曜～金曜　　　　午前9時～午後5時
(2) 土曜・日曜・祝日　午前9時～午後4時

２．休館日
(1) 毎週月曜日
(2) 年末年始（12月28日～翌年1月3日）

３．貸出の対象
　　小川町内に居住または在勤、在学する者及び支障の
　ない範囲で適当と認めた者で、貸出カードの交付を受
　けた者
４．貸出冊数及び期間
(1) 貸出冊数
　①図書は1人5冊まで
　②ＡＶ資料（ビデオは1人2点、ＣＤは1人4点まで）
(2) 貸出期間
　①14日以内
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事務事業名 調整の具体的内容
現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

馬頭町 小川町

公民館等施
設整備費補
助制度

公民館等事
業関係補助
制度

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

施
策

　合併年度は現行のとおりとし､
翌年度から次のとおり統一する
ものとする。
１．基準
　　新築・増改築等に要した経
　　費（事業費が50万円以上。
　　ただし、修繕の場合は20万
　　円以上。）
２．補助率
　　事業費の１／２以内。ただ
　　し、修繕の場合は１／３以
　　内。（補助限度額500万円）

　合併年度は現行のとおりとし､
翌年度から現行制度を基本に調
整し、統一するものとする。

１．目　的
　　町内の自治会が地域の社会教育活動を推進する。
２．基　準
　　公民館施設を維持する為に必要な工事に要した経費
　　（10万円以上）
３．補助率
　　工事費の30％以内
　　　ただし、ガラス修繕、電気、冷暖房施設等で常に
　　保守を必要とする経費は除く。

１．目　的
　　地域における生涯学習活動の充実を図る。
２．内　容
　　公民館分館の事業及び運営に要する経費の一部を補
　助する。

３．助成額
　　公民館分館19館×18,000円

１．目　的
　　町内（区）で社会教育及び自治活動の拠点としての
　公民館の設置と施設の拡充整備を促進する。
２．基　準
　　新築・増改築等に要した経費
３．補助率
　　工事費の１／２又は320万円以下のいずれか低い額

１．目　的
　　地域における生涯学習活動の充実を図る。
２．内　容
　　自治公民館の事業及び運営に要する経費の一部を補
　助する。
(1) 独立又は併置の占用できる施設があること。
(2) 館長等必要な役員及び運営組織があること。
(3) 自治公民館が主催又は共催する事業があること。
(4) 自治公民館の運営に必要な予算があること。
３．助成額
　　自治公民館28館×20，000円
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